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斑鳩町総合計画後期基本計画の策定にあたって 
 

（１）後期基本計画の目的と位置づけ 

斑鳩町では 2030（令和 12）年を目標年次とした「第５次斑鳩町総合計画 基本構想」および 2025

（令和７）年を目標年次とした「前期基本計画」を策定し、まちの将来像『「和」で紡ぎ 未来へ歩

む 私たちの斑鳩』の実現にむけて取り組んできました。 

この間、社会情勢は刻々と変化し、斑鳩町を取り巻く環境も変化するなか、「前期基本計画」の計

画期間が 2025（令和７）年に終了することから、新たなまちづくり指針として、2030（令和 12）年

を目標年次とする後期基本計画を策定しました。 

また、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、まちづくりにかかるすべての分野から、人口減少

対策・地域活性化を目的として横断的な視点の施策をとりまとめており、総合計画の重点施策とい

うべきものです。今回、後期基本計画の策定にあたっては、前期基本計画から引き続き、「人口ビジ

ョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を総合計画に包含し重点施策として位置づけ、効率

的・効果的な進捗管理をはかります。 

 

（２）計画の構成 

第５次斑鳩町総合計画は、基本構想、基本計画および実施計画により構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
本町がめざすまちの将来像とまちづくりの基本的な考え方を定め、その実

現にむけた町政運営の基本目標を示します。 

 
基本構想に掲げる本町の将来像の実現にむけて、各分野で取り組むべき施

策の基本方向・体系を示します。 

 基本計画で示した施策の基本方向・体系に従って、具体的な事業の内容を

示します。 

環境変化に柔軟に対応し、円滑な進行管理を期するため、毎年度、事業の評

価・検証を実施し、必要に応じて見直します。 

基本構想 

基本計画 

実施計画 
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（３）計画の期間 

第５次斑鳩町総合計画の目標年次は、2030（令和 12）年度とし、基本構想、基本計画、実施計画

の計画期間は、次のとおりとします。 

第３期斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合戦略は、本計画の重点施策として後期基本計画と同期

間とします。 

計画の期間 

 

（４）計画の推進・検証体制 

〇まちの将来像『「和」で紡ぎ 未来へ歩む 私たちの斑鳩』の実現をめざして、後期基本計画に

示した施策を社会経済環境への対応をはかりながら、着実に実施するための実施計画を策定し

ます。 

〇第３期総合戦略の策定にあたっては、「斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合会議」において産業

界・大学・金融機関等の知見を有する外部有識者にそれぞれの立場からさまざまなご意見を頂

くとともに、庁内において関係各課の連携による検討を行いました。また、総合計画前期基本

計画に引き続き、まち・ひと・しごと創生総合戦略を後期基本計画に包含し、重点施策として

位置づけることから、「斑鳩町総合計画審議会」においても、その内容について審議をいただき

ました。 

〇後期基本計画およびまち・ひと・しごと創生総合戦略の推進をより実効性のあるものとする為、

引き続き毎年度、評価・検証を行い、必要に応じて事業を見直しします。 

〇後期基本計画期間の施策の成果や効果を把握するために、政策指標として基本施策に満足度指

数を設定します。 

 

  

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

（令和

３） 

（令和

４） 

（令和

５） 

（令和

６） 

（令和

７） 

（令和

８） 

（令和

９） 
（令和 10） （令和 11） （令和 12） 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 

基本構想 10年間 

前期基本計画 ５年間 後期基本計画 ５年間 

第２期 まち・ひと・しごと創生総合戦略 第３期 まち・ひと・しごと創生総合戦略 

前期実施計画 ５年間 後期実施計画 ５年間 
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◆評価・検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆政策指標（住民満足度指数）の算出方法 

※基本施策について、令和６年に実施した住民意識調査アンケートの総回答数から「無回答」の件

数を除き、平均値を算出 

 

 現在の満足度 得 点 

① 満 足 ３点 

② やや満足 ２点 

③ ふつう １点 

④ やや不満 －２点 

⑤ 不 満 －３点 

⑥ 無回答 除外 

 

 

  

計算式

得点＝
[①件数]*3+[②件数]*2+[③件数]*1+[④件数]*-2+[⑤件数]*-3

[件数合計]-[⑥件数]

【総合計画における 】 

①年間計画を立案（P） 

②予算執行（D） 

③成果を検証（C） 

④事業の改善（A） 

【総合戦略における 】 

①総合戦略の策定 

②施策（事業）の着実な実施 

③実施した施策（事業）の効果を 

KPI＊等により評価・検証 

④必要に応じた総合戦略の改訂 
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施策の大綱 

 

 

 

 

基本構想 後期基本計画 

基本的な考え方 基本目標 施策 

安全・安心、快適に 

くらせるまちを創ります 

安全・安心に 
くらせるまちにします 

コンパクトで質の高い 
持続可能なまちにします 

子どもから高齢者まで 

笑顔が輝くまちを 

創ります 

子どもの未来が輝くまちにします 

誰もが健やかに生き生きと 
くらせるまちにします 

つながりを大切にする 
まちにします 

歴史文化資源を生かし、 

活力とにぎわいのある 

まちを創ります 悠久の歴史と文化、 
自然を大切にするまちにします 

魅力に満ちた 
活力あるまちにします 
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まちづくりの基本施策 

 

 
計画期間2026（令和８）年度～2030（令和12）年度 
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基本目標１  

安全・安心にくらせるまちにします  
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１．災害に強いまちづくり 
 

 

■課題 

 近い将来、発生が懸念されている南海トラフ巨大地震等の大規模震災や大雨による洪水•土砂災害へ

の対策、避難行動要支援者への対応や地域の防災力の向上が求められています。 

 大規模災害発生時に他の自治体等からの応援を迅速かつ効率的に受け入れることができるよう、支

援の受入れ体制を整える必要があります。 

 情報ネットワーク技術が進展するなか、誰もが防災情報を受け取ることができるよう情報の伝達手

段や伝達体制の充実が求められています。 

 住民の避難だけではなく、通勤•通学途中の帰宅困難者、観光客などの避難受け入れに対応した避難

所の機能強化に加え、避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援も求められています。 

 近年多発する集中豪雨による被害の軽減をはかるため、国、県と協力して浸水•土砂災害対策に取り

組む必要があります。 

 大規模地震による災害の危険性が高まる中、建築物の耐震性の向上が求められています。 

 地域防災力の中核を担う消防団については、近年、消防団員数が減少傾向となっているため、消防

団員の確保が課題となっています。 

 大規模災害発生時には、住民が互いに協力し、避難所を運営する必要があることから、自主防災組

織間のつながりの強化や防災リーダーの育成など、地域での自助・共助の推進が求められていま

す。 

 

■目標とする姿 

さまざまな自然災害に対する住民や関係機関の危機管理意識の向上と防災•減災への対策がはかられて、

災害時に迅速に対応できる基盤としくみが整っています。 

 

■施策体系 

１ 災害に対するまちの安全性の確保 

２ 消防力の充実 

３ 地域防災力の向上 

 

■政策指標 

防災対策の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.65  目標値（R12） ↗ 

 
※政策指標の算出方法は、3ページを参照 

  



9 

■主な取組み 

 

１．災害に対するまちの安全性の確保 

①「斑鳩町地域防災計画」については、毎年検討を加え、国・県の防災基本計画の状況に合わせて適宜見直

します。また、避難所や避難場所を確保するとともに、避難ルートの確保や災害対策活動の円滑化をはか

るなど災害対策の充実に努めます。 

②災害のみならず新型コロナウイルス感染症のパンデミックにともなう教訓もふまえて、危機管理体制の強

化をはかるとともに、災害、事故、感染症等の発生•拡大•収束などの段階に応じて国•県等の関係機関と

連携して、適切な対応•対策を講じます。 

③どのような災害に対しても機能不全に陥らず、必要不可欠な行政機能を確保するため、「斑鳩町国土強靭

化地域計画」に基づく取組みを推進します。 

④テロやミサイル攻撃などの緊急事態の発生に対して迅速かつ的確な対応ができるよう、多種多様な広

報媒体を活用した情報把握・情報伝達の体制づくりや行政の対応体制の整備を行うなど、危機管理体

制の強化に努めます。 

➄建築物の耐震性能の向上をはかるため、公共建築物の耐震化をすすめるとともに、民間建築物に対す

る耐震化にむけた取組みを支援します。 

⑥大和川水系の流域市町村と連携しながら河川整備計画に基づく貯留浸透事業による治水対策をすす

めるとともに、町内の浸水常襲地域における内水対策事業を計画的に推進します。 

⑦特定都市河川＊の指定を受けた大和川においては、大和川流域水害対策計画に基づき、国、県、流域市

町村と連携し、総合的な浸水被害対策等を流域一体で計画的にすすめます。 

⑧住民生活に密接に関連することから、取組みが求められる「地籍調査＊」については、災害により土地

の形状が変わってしまっても、境界を正確に復元することにより災害復旧の迅速化に大きく寄与する

ため、積極的に推進します。 

⑨大規模な災害など、非常時の高齢者や障害者をはじめとする住民の安全確保にむけ、避難行動要支援

者支援計画に基づき、避難支援等関係者＊との連携を強化し、避難体制の確立をはかります。 

⑩備蓄食糧および資機材を計画的に購入し、避難所等において適正に備蓄•管理することにより災害に備

えるともに、女性や高齢者•乳幼児にも配慮した災害物資の確保に努めます。 

⑪民間企業やボランティア団体などとの支援連携協定の締結をさらにすすめ、大規模災害への備えを充

実するとともに、被災後ほかの自治体から派遣される職員や支援に来たボランティアの受け入れにつ

いては、社会福祉協議会とも連携するなど、効果的な受援体制を整備します。 

⑫日頃から災害時に備え、家庭で食料品•資機材を備蓄することや、家具の固定などの倒壊の対策を行う

ことを呼びかけるとともに、防災ハザードマップ、防災情報メール等による的確な情報提供を行い、災害発生

時に適切な行動や判断ができるよう啓発•支援に努め、防災意識を醸成します。  
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２．消防力の充実 

①地域防災力の中核を担う消防団の団員数の減少に歯止めをかけ、災害対応力を維持するため、加入促

進に加え、育成支援、活動しやすい環境づくりをすすめます。 

②火災や大規模災害の発生に備え、消火栓や防火水槽等の設置を計画的にすすめるとともに、学校、プ

ール、池、河川など、あらゆる水利が利用できる体制を整えます。 

③地域における初期消火体制の強化のため、自治会等が整備する消防施設や自衛消防活動を支援します。 

 

３．地域防災力の向上 

①地域ぐるみでの自主防災組織の設立と活動を支援し、組織間の連携強化や継続的な活動を促進すると

ともに、自主防災組織への若年層や女性の参加を呼びかけます。 

②地域ごとの災害特性を認識し、その対応策を確認できる防災訓練や防災講座を実施します。 

③自主防災組織間の強化をはかる中心的な役割を担う防災リーダーの育成に努めます。 
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２．防犯•生活安全の向上 
 

 

■課題 

 少子高齢化や核家族化の進行、コミュニティ意識の希薄化等にともない、地域の防犯機能の低下が懸

念されることから、防犯意識を高め、防犯•地域安全体制の強化をすすめていくことが必要です。 

 交通事故においては、高齢者が関係する死亡事故割合が増加傾向にあり、歩行者や自転車による事

故の増加も懸念されています。 

 近年、犯罪の手口が巧妙化している架空請求や還付金詐欺などの特殊詐欺、悪質商法やインターネ

ット通販における消費者トラブルなど、より複雑•多様化する消費者問題への対応が必要となるな

か、成人年齢が18歳に引き下げられたことにともない、若年層を中心とした消費者トラブルの増加

も懸念されます。 

 匿名・流動型犯罪グループによる強盗事件などが全国的に相次ぐなか、犯罪被害に対しては、個人

の防犯意識を高め、適切な対策を講じることが重要となっています。 

 

■目標とする姿 

住民一人ひとりの防犯意識や消費者問題に関する意識•知識が高まり、地域や警察などの関係機関との連

携により、犯罪や消費者トラブルの起こりにくいまちとなっています。 

また、交通安全に対して必要な施設整備が充実し、一人ひとりの安全意識が高まって、誰もが安心•安全

に行き交うことのできるまちが形成されています。 

 

■施策体系 

１  防犯活動の強化 

２  交通安全対策推進 

３  消費者トラブルの対応 

 

■政策指標 

防犯活動の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.69  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．防犯活動の強化 

①警察との連携のもと、犯罪発生状況などの情報をホームページやメール配信などで積極的に提供し、

住民の防犯意識の高揚をはかるとともに、幅広い世代への防犯教育を充実します。 

②子どもから大人、高齢者、障害者など誰もが安全で安心してくらせるまちをめざして、住民、事業者、

関係機関、行政が一体となった地域防犯のためのネットワークを充実します。 

③防犯カメラや防犯灯の設置、登下校時の見守りや地域における啓発活動など、住民が主体となって行

う自主防犯活動の支援をさらに強化します。 

 

２．交通安全対策の推進 

①警察など関係機関と連携し、交通安全教室や街頭指導などを行い、交通安全意識の高揚に努めます。 

②運転免許自主返納支援制度など、運転に不安を感じている高齢運転者の交通事故を未然に防止するた

めの対策をすすめます。 

③迷惑駐車や放置自転車の解決をはかるため、関係機関との連携をはかり、啓発活動を行います。 

④交通事故を防止するため、交通安全施設の整備をすすめます。特に、通学路については、安全性が求め

られていることから、重点的な整備を行います。 

 

３．消費者トラブルへの対応 

①複雑・多様化する消費生活に関する適切な知識を身につけ、被害を未然に防ぐために、高齢者をはじ

め、幅広い世代を対象とした消費者問題の情報発信や消費者教育をすすめます。 

②相談体制の充実をはかるため、消費生活相談員を育成し専門性を高めるとともに、県消費生活センタ

ーとの連携を強化します。 
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３．ライフラインの確保  
 

 

■課題 

 上下水道は、住民生活の基盤として、日常はもちろん、災害時の緊急時においても住民の生命を守る

大切なライフラインであり、将来にわたって持続可能なサービスの提供が必要です。 

 人口減少社会の進展による水需要の減少などにより、上下水道事業を取り巻く経営環境の悪化が懸念

されることから、業務の効率化を行い、健全な経営の確保に努めていく必要があります。 

 県域水道一体化後においても、安定的な水道水の供給が行われる必要があります。 

 

■目標とする姿 

水道事業の統合により、県•市町村の枠を越えて、効率的な事業運営が行われ、いつでもおいしく飲める

水道水を安定供給できています。また、災害時には迅速に復旧できる体制が構築されています。 

公共下水道の整備が広がり、多くの方が公共下水道を利用し、身近な側溝や水路、河川に生活排水が流

れない快適な水環境を形成しています。 

 

■施策体系 

１  上下水道の整備 

 

■政策指標 

下水道の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.79  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．上下水道の整備 

①今後も水道水の安定供給にむけ、奈良県広域水道企業団の構成団体としての使命を果たしていきます。 

②公共下水道について「公共下水道事業認可計画」に基づき、計画的かつ効率的な整備をすすめ、普及促進

にむけて取り組みます。 

③下水道整備を推進するため、道路整備など他の事業と調整を密にし、関連事業との一体化をはかりま

す。 

④公共下水道の利便性等の情報提供を行い、接続家屋が増加するよう取り組みます。 
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基本目標２  

コンパクトで質の高い  

持続可能なまちにします  
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４．道路•交通網の整備 
 

 

■課題 

 国道25号は交通量が多く慢性的な渋滞が発生しており、いかるがパークウェイの早期全線整備等によ

り、幹線道路ネットワークの強化が求められています。 

 安全•安心な道路環境を確保していくなかで、歩行者の安全確保をはかるための道路整備と、道路•橋りょ

う等のインフラの老朽化による維持管理コストの増大が懸念されます。 

 高齢ドライバーに関する法改正により、公共交通機関の利便性の向上が求められるなか、公共交通機

関を維持するための利用促進等、持続可能な公共交通のあり方を検討することが必要です。 

 買い物や通院等、個人で外出が困難な高齢者の日常生活を支える移動支援の検討が必要です。 

 

■目標とする姿 

すべての住民にとって利便性に配慮され自由に移動できる生活圏が形成されるとともに、公共交通の整

備も充実した交通移動性の高いまちが形成されます。 

 

■施策体系 

１ 計画的な道路の整備 

２ 公共交通の利便性の向上 

 

■政策指標 

道路整備や公共交通の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） - 0.3  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．計画的な道路の整備 

①幹線道路の整備にあたっては、斑鳩の景観と調和した整備をはかるとともに、沿道市街地環境に配慮

し、良好な市街地形成がはかられるよう、財政計画なども含めた計画的な整備をすすめます。さらに、災害時に避難

路や緊急輸送路としての役割を果たすことができるよう、道路のネットワーク化をはかります。 

②都市計画道路については、交通需要や緊急性などから優先する事業を明確にし、早期完成をめざして

事業に取り組みます。 

③国道25号や県道については、安全性や快適性を高めるための改良を関係機関に要望するとともに、都

市計画道路の整備と連動し、長期的な交通安全対策を行います。 

④生活道路は、狭あい区間の解消や幹線道路とのネットワーク化に配慮し、緊急車両の通行や災害時の

避難路としても有効に機能できるよう、整備をすすめます。 

⑤歩行者や自転車が安全で快適に利用できる道路の整備をすすめます。また、「バリアフリー基本構想」に

基づき、高齢者や障害者等の社会生活における移動の安全性と快適性の確保につながる取組みをすす

めます。 

⑥適正な道路機能を維持していくため、道路パトロールを行うとともに、住民や事業者の協力による道

路点検と維持管理の充実に努めます。 

⑦橋りょうの定期点検を実施し、補修工事により長寿命化をはかるとともに、国道や県道の橋りょうに

ついては、各施設管理者と連携し適正な維持管理に努めます。 

 

２．公共交通の利便性の向上 

①斑鳩町に住む人と訪れる人の双方にとって、利便性や快適性の向上につながるよう、バス交通のルー

トや運行情報の提供、安全にバスを待てる環境の確保に努めます。 

②高齢者や障害者などの交通弱者、また環境に配慮した公共交通の運行を推進します。 

③個人で外出が困難な高齢者に対し、必要なサービスを提供し、外出支援の充実をはかります。 

④コミュニティバスの充実をはかるなど、交通サービスの提供方法を検討しながら、柔軟な交通モデル

を確保し、利便性の高い地域公共交通を確保します。 
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５．住宅•生活環境の整備 
 

 

■課題 

 人口減少社会の到来から、空き家等の問題が生じ、持続可能な住環境への対策が課題となっていま

す。 

 人口減少下においても、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環境を実現す

るため、医療、福祉、商業など生活に必要な機能を維持する必要があります。 

 大規模地震の発生が懸念される中既存住宅の安全性を確保するため、耐震化を促進する必要がありま

す。 

 町営住宅については、計画的に修繕•更新時期を分散し、維持管理経費の平準化と長寿命化をはかる

必要があります。 

 子どもの遊び場や高齢者の憩いの場として、安全で快適に利用できる公園や広場の充実が求められて

います。 

 ＪＲ法隆寺駅南側地区が新西和医療センターの移転候補地として決定したことにともない、町の玄

関口にふさわしいまちづくりを推進する必要があります。 

 

■目標とする姿 

良好な都市環境が形成され、空き家の有効活用がはかられるなかで、住民が安心することができる住環

境対応が推進されています。 

 

■施策体系 

１  住環境の整備 

２  市街地の整備 

 

■政策指標 

良好な住環境の整備についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.48  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．住環境の整備 

①医療・福祉・商業など生活に必要な機能が利用しやすいコンパクトなまちづくりを促進します。 

②建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく「耐震改修促進計画」に基づき、住宅の耐震診断や耐

震改修に対し支援をはかるなど、住宅の安全性の向上に取り組みます。 

③公営住宅は整備後多くの年数が経過した住宅もあり、「町営住宅長寿命化計画」に基づき、耐震性能などが

確保された住宅を中心とした活用をはかります。また、民間賃貸住宅等を活用し、住宅セーフティネ

ット＊機能を果たすしくみの実現をめざします。 

④風致地区条例や景観計画などによる地域特性を生かした住宅の形態やデザイン、色彩などの規制を行

うとともに、住民との協力により必要に応じて地区計画＊や建築協定＊などを活用し、良好な住宅地の

形成をはかります。 

⑤歩いてくらせる住宅地をめざして、身近な生活サービスを充実させるとともに、多様な世代が快適に

くらせるよう、また、若い世代の定住を促進するため、住環境の維持・改善をはかります。 

⑥適切な管理が行われていない空き家については、安全•環境•景観など多くの分野にわたり問題が生じ

る要因となることから、その対策や活用に取り組みます。 

 

２．市街地の整備 

①既存の公園や子ども広場は、身近な地域における子どもの遊び場や高齢者の憩いの場として、安全で

快適に利用ができるよう、適正な維持管理に努めます。また、地域の特性やニーズに応じて、魅力ある公園づ

くりをすすめます。 

②ＪＲ法隆寺駅周辺は、西和医療センターの移転・再整備にあわせて、都市機能の集積を行い、病院との

相乗効果により生活の利便性・快適性を高め、まちの玄関口にふさわしい整備をすすめます。 

③歴史的•文化的遺産が集積している法隆寺周辺地区は、生活、観光など多様な都市機能を持つ歴史•文

化拠点として機能の強化をはかります。 
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６．循環型社会の推進•環境保全   
 

 

■課題 

 大量生産•大量消費型の社会システムから廃棄物の５Ｒ＊による循環型社会へむけた取組みが求めら

れています。 

 ごみの減量化をさらに推進するため、食品ロス低減のための啓発等に取り組む必要があります。 

 安定的なごみ処理をするため、広域での処理を検討する必要があります。 

 頻発する自然災害による災害時廃棄物への対策が求められています。 

 国が掲げる2050年の脱炭素社会をめざして、再生可能エネルギー＊等への利用促進や住民•事業者の

活動を推進することで、すべてのステークホルダー＊が一体となって地球温暖化対策に取り組むこ

とが求められています。 

 高齢者のごみ出し支援の充実やごみ集積所の維持管理の負担軽減など、ごみ収集サービスの充実が求

められています。 

 

■目標とする姿 

住民や事業者の環境への意識が高まり、廃棄物の５Ｒ＊活動と適正処理による循環型社会の形成がすすん

でいます。 

 

■施策体系 

１  循環型社会の推進 

２  環境保全対策の推進 

 

■政策指標 

循環型社会や環境保全の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.76  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．循環型社会の推進 

①「斑鳩まほろば宣言•推進計画」に基づき、総合的•計画的にごみの減量化•資源化対策をすすめ、ごみ

ゼロのまちづくりに取り組みます。 

②ごみ問題について広く学びながら、住民と行政、事業者との協働により、５Ｒ＊に取り組み、ごみの発

生や排出を抑制できる「ごみを出さないくらし」の定着をはかります。 

③食品ロスの低減、家庭における生ごみのたい肥化や地域における資源物集団回収など、住民の自主的

なごみ減量化•資源化の活動を促進します。 

④生ごみ分別収集地域の拡大により、バイオマス（剪定枝葉・刈草、生ごみ）を堆肥化した「完熟堆肥斑

鳩の環＊」のさらなる普及をすすめ、循環型社会の形成をはかります。 

⑤高齢者などごみ出しが困難な世帯に対するごみ収集を継続するとともに、町全域における戸別収集な

ど効果的なごみ収集体制への移行をはかります。 

⑥先進的なごみ処理方法について調査研究するとともに、将来にわたり安定的なごみ処理が可能となる

よう、広域によるごみ処理にむけて取り組みます。 

⑦災害発生時に迅速かつ適切な災害廃棄物処理を行うため、「斑鳩町災害廃棄物処理計画」に基づき、

取組みを推進します。 

⑧環境パトロールを継続して実施し、不法投棄の未然防止や啓発に努めます。 

 

２．環境保全対策の推進 

①「斑鳩町環境保全条例」に基づき、人と自然が共生し、かつ環境に対して負荷の少ない持続的発展が可

能なまちづくりをすすめます。 

②環境保全推進委員活動の充実をはかり、地域における身近な環境問題の解決に努めます。 

③「斑鳩町地球温暖化対策地域協議会」を中心に、地球温暖化対策の効果的な取組みをすすめます。 

④「斑鳩町地球温暖化対策実行計画」に基づき、環境への負荷が少ない省資源型•省エネルギー型のまち

づくりをめざすため、再生可能エネルギー＊の活用を推進します。 

⑤騒音•振動規制法に該当する特定施設などについて、防止設備設置の徹底など、公害の未然防止に努め

ます。 

⑥「大和川水環境協議会」や「竜田川流域生活排水対策推進会議」における広域的な水質改善活動をすす

めるとともに、啓発活動や廃食用油回収、河川美化活動などにより水質保全に努めます。 

⑦合併処理浄化槽の適切な維持管理を促進するとともに、公共下水道への接続促進に努めます。  
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７．持続可能な行財政経営 
 

 

■課題 

 少子高齢化の進行にともない、社会保障関連経費がさらに増加し、一方で行政に対する住民ニーズ

が多様化することで、本町の行財政経営を取り巻く環境はますます厳しくなると考えられます。 

 予算や人員、組織等限りある経営資源を連動させ、最適に配分し、有効かつ効率的に活用するとと

もに、民間活力の導入を推進することにより、業務の効率化や職員の働き方改革、住民サービス水

準の向上をはかるなど、効果的な行財政経営を行うことが求められています。 

 今後進行する人口減少や人口構造の変化を見据え、公共施設の将来需要や老朽度を判定し、個別施

設の更新、統廃合、長寿命化をはかり、適正配置等の整備方針を定める必要があります。 

 多くの手続きが役場への来庁が必要であるとともに、申請の際に何度も同じ内容を記入する必要が

あることなどから、デジタル技術を活用した窓口改革が求められています。 

 自治体ＤＸ＊推進にあたり、紙中心の業務スタイルから脱却するための意識改革や環境整備が求めら

れています。 

 少子高齢化にともなう人手不足が予測されるなか、複雑•多様化する住民ニーズやデジタル化に対応

できる職員への資質向上が求められています。 

 多様な主体の参画による地域課題の解決と地域力の向上をはかるため、オープンデータ＊の利活用

やＳＮＳ＊等を活用した発信力の強化が求められています。 

 

■目標とする姿 

徹底した行財政改革が実施され、限られた財源を有効に活用した健全な行財政経営の下で、持続可能な

行財政経営がすすんでいます。 

 

■施策体系 

１  行財政改革の強化と効率的な行財政経営 

２  公共施設マネジメントの推進 

３  開かれた町政の推進と発信力の強化 

 

■政策指標 

適切な行財政経営にむけた取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.54  目標値（R12） ↗ 

  



23 

■主な取組み 

 

１．行財政改革の強化と効率的な行財政経営 

①新たな行政課題や住民のニーズに対応した行政組織を編成し、効率的•効果的な組織の運用に努めます。 

②行政と民間の役割を明確にしながら、民間のもつ柔軟性や効率性、資金力などを行政経営に活用しま

す。 

③研修内容を充実し、職員の専門性の向上をはかるとともに、政策法務能力や政策企画立案能力の向上

をはかることにより、自主性や主体性をもって地方自治を支える人材の育成に努めます。 

④能力評価および業績評価に基づき行う人事評価制度を運用し、能力•実績を的確に反映した人事管理を

行うことにより、職員個人の人材育成と組織マネジメントの強化をはかります。 

⑤総合計画の進捗管理の徹底と諸計画の調整、実施計画に基づく事業の評価•見直し、進捗状況の公表を

行うことで、計画の実現と計画的な行政経営を推進します。 

⑥「斑鳩町行政改革アクションプラン」に基づき、デジタル技術を効果的に活用しながら、時代に見合っ

た業務改善やバックヤード改革をすすめるとともに、職員の意欲•能力の向上をはかることで、住民に

寄り添うサービスの提供につなげます。 

⑦事務の改善や効率化をすすめ、経常的経費の抑制に努めるとともに、財源の重点的•効率的配分を行い

ながら、財政運営の健全化に努めます。 

⑧安定した財政基盤の確立にむけ、課税客体の適切な把握と徴収率の向上をはかり、町税の収入確保を

はかります。 

⑨使用料や手数料などについては、住民負担の公平性の確保と受益者負担の原則にたち、その適正化を

はかります。 

⑩行政手続の電子申請の推進や書かない窓口サービス等の導入により、住民サービスのさらなる向上を

はかり、「住民にも職員にもやさしい窓口」の実現にむけたフロントヤード改革＊をすすめます。 

⑪職場におけるハラスメント＊の防止、時差出勤やテレワーク＊の推進等、職員が働きやすい職場環境づく

りに取り組みます。 

⑫広域的な対応を必要とする行政課題に対しては、共同事業として取り組むなど、広域行政を推進します。 

 

２．公共施設マネジメントの推進 

①町有財産の適切な管理や運営に努めます。特に、公共施設等については、施設の将来需要や老朽度の

判定、改修時の費用等を総合的に勘案したうえで、「公共施設等総合管理計画」に基づき、計画的な管理を

実施し、施設の更新、統廃合、長寿命化をはかり、最適な配置の実現をめざします。 
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３．開かれた町政の推進と発信力の強化 

①時代の要請に応じた情報セキュリティポリシー＊の見直しを随時行い、不正アクセスやコンピュータウ

ィルスの侵入からの防御など、情報セキュリティ対策の徹底に努めます。 

②「誰一人取り残されない」デジタル社会の実現にむけ、高齢者や障害者など、情報化による格差が生じ

ないよう情報環境の整備を行います。 

③町民の知る権利を尊重し、情報公開制度を通じて、積極的な情報提供に努めるとともに、個人情報保

護のため、個人情報の安全管理を徹底します。 

④新聞•テレビ•ラジオをはじめとする報道機関との連携やインターネット、ＳＮＳ＊など、時代に応じた

多様な情報技術を活用し、広報手段の充実と広報機会の拡大に努め、各種行政サービスなどの行政情

報を積極的に発信します。 

⑤住民と行政の意見交換の場や、多様な世代の意見を聞く機会の創出など、住民の町政参加を促すため、

広聴活動の充実に努めます。 
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基本目標３  

子どもの未来が輝くまちにします  
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８．子育て環境の充実 
 

 

■課題 

 安心して妊娠・出産でき、子どもがすこやかに育つためには、妊産婦本人だけではなく、パートナ

ーや家族、社会の理解と、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行う環境づくりが必要で

す。 

 少子化や核家族化の進行、保護者の働き方の多様化、女性のさらなる活躍推進などにより、保育サ

ービスなどの子育て支援に対するニーズはさらに多様化しています。 

 私立認定こども園＊等の開園支援を行い、保育ニーズの充足に努めていますが、年齢によっては、

保育ニーズに対応できない状況となっています。 

 社会全体として保育士のなり手不足が深刻で、保育ニーズへの対応が難しい状況となっており、保

育士の確保が大きな課題となっています。 

 保育所を利用する共働き世帯等の増加などにより、小学校就学後においても授業の終了後等に子ど

もたちが安全・安心に過ごすことができる居場所づくりが求められています。 

 子どもが抱える課題や保護者の悩みに寄り添う支援が必要とされており、相談体制の充実が求めら

れています。 

 核家族化や子育てを地域で支え合う意識・関係性が希薄になるなか、子育て世帯の孤立化を防ぎ、

子どもたちが安心して成長できるよう、地域ぐるみでの子育て支援にむけた取組みを今後もすすめ

ていく必要があります。 

 

■目標とする姿 

幼児教育・保育の「量」の確保と「質」の向上により、若い世代が喜びを持って安心して子育てをし、

子どもが健やかに成長することができる環境が整っています。 

子どもを産み育てることへの不安を軽減するための支援体制が充実し、希望をもって子どもを安心し

て産み育てられる環境が整っています。 

 

■施策体系 

１  妊娠期から子育て期への切れ目のない支援 

２  多様な保育サービスと受け入れ体制の充実 

３  子育てしやすい環境の充実 

 

■政策指標 

安心して子どもを産み育てられる子育て環境についての住民満足度指数 

実績値（R6） 1.03  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．妊娠期から子育て期への切れ目のない支援 

①こども家庭センター＊を中心に、医療・福祉・教育・保健等と連携した妊娠期から子育て期の切れ目

のない支援を推進するとともに、子どもの困り感や保護者の悩みに寄り添い、すべての子どもが健や

かに成長することができる環境を整備します。 

②妊娠期から出産・子育て期まで、各種健康診査＊や育児・栄養相談等、切れ目のない育児支援を行う

とともに、さまざまなニーズに即した必要なサービスにつなぐ伴走型相談支援を行います。 

③妊娠中や出産後に支援が必要な家庭を対象に、母親の心身のケアや家事・育児のサポート等を行うこ

とにより、地域で安心して妊娠・出産・子育てができる支援体制を確保します。 

 

２．多様な保育サービスと受け入れ体制の充実 

①多様な保育ニーズに応えるため、保育所での一時預かりや延長保育をはじめ、幼稚園の預かり保育、

広域連携による病児保育の実施、医療的ケア児＊の受入れ体制の整備など、保育の充実に努めます。 

②待機児童を発生させないように、保育人材の確保に努めるとともに、保育ニーズに対応した受け皿を

確保するため、就学前教育・保育施設の再編等をすすめます。 

③共働き世帯やひとり親家庭等の子育てを支援するため、児童数の推移やニーズの動向をみながら適

切に運営できるよう学童保育の受け皿の確保と充実をはかります。 

 

３．子育てしやすい環境の充実 

①地域子育て支援センター＊（生き生きプラザ斑鳩内）を地域における子育て支援の拠点とし、子育て

サークルの育成や支援、つどいの広場事業、子育て相談や子育て支援講座などを実施することによ

り、地域ぐるみでの子育て支援にむけた取組みをすすめます。 

②保育所や幼稚園を地域における新たな子育て支援拠点として位置づけ、子育てをする保護者の地域

におけるつながりの場や子育てに対する不安を解消できる場として活用します。 

③ファミリー・サポート・センター事業＊など、子育てを支える人づくりをすすめ、地域における子育

て支援ネットワークの整備に取り組みます。 

④子育てをしている人やこれから子育てをする人のための情報誌や保護者のニーズにあったＳＮＳ＊

等を活用しながら、子育て情報の発信を強化します。 

⑤家庭教育の重要性を啓発するため、研修講座、講演、広報活動の充実をはかります。 
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９．子どもの教育の充実 
 

 

■課題 

 人とのつながりの希薄化や核家族化をはじめとする地域社会および家族の変容、社会経済のグロー

バル化、情報通信技術の進展などにともない、子どもたちの学びを取り巻く環境も変化しており、

教育に求められる役割はますます多様化・高度化しています。 

 子どもたちが多様化・複雑化する社会をたくましく生き抜く力を身につけるため、「確かな学

力」、「豊かな人間性」、「たくましい心身」を育成し、「生きる力＊」を育む教育の充実が必要

とされています。 

 教員のなり手不足が問題となるなか、教員の心身の健康を保つとともに、教育の質の向上を実現す

るため、教員の業務量や業務環境を改善し、長時間労働の抑制をはかる教員の働き方改革の推進が

求められています。 

 児童・生徒数の減少傾向や教育施設の老朽化にともない、学校施設が持つ多様な機能に留意しなが

ら、将来を見据えたよりよい教育環境を整備する必要があります。 

 進学時に起こる環境変化への不適応等を解消するため、認定こども園＊、保育所、幼稚園、小学

校、中学校の連携を一層はかることが求められています。 

 学校、家庭および地域が連携、協力し、未来を担う子どもたちの成長を支える必要があります。 

 青少年を取り巻く環境は著しく変化しており、社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ども・若

者やその家族に対する支援が必要とされています。 

 さまざまな理由で学校に通いづらい子どもたちが増加しており、誰一人取り残されない学びの保障

にむけて、多様な学びの場の提供など、不登校対策が求められています。 

 支援が必要な子ども、ヤングケアラー＊等多様なニーズを有する子どもたちが増加しており、より

きめ細かな対応が求められています。 

 

■目標とする姿 

学校、家庭および地域がそれぞれの役割を果たし、互いに連携し、社会全体で子どもの成長を支える環

境が整っています。その下で、子ども一人ひとりの発達過程をふまえた教育が行われ、学びの意欲が高ま

り、社会的自立にむけた基礎的および基本的な資質や能力が育まれています。 

 

■施策体系 

１  時代に応じた教育内容の充実 

２  教育環境の整備・充実 

３  青少年の健全育成 

 

■政策指標 

小中学校における教育環境についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.87  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．時代に応じた教育内容の充実 

①国際理解、情報、環境、福祉・健康、農業、食育など、教科等の枠を越えた分野で、各学校が創意工

夫して、体験学習や調べ学習などを取り入れた教育活動を行い、子どもたちの知・徳・体のバランス

のとれた「確かな学力」、「豊かな人間性」、「たくましい心身」の育成をはかります。 

②グローバル化や情報化などに対応し、英語教育やプログラミング教育＊の充実をすすめ、一人ひとり

の個性や自主性、創造性を高める教育を推進します。 

③郷土学習プログラム「いかるが楽（がく）」＊を活用することにより、子どもたちが郷土愛・ふるさ

とを想う心を育み、斑鳩町に住むことを誇りに思うことができる教育を行います。 

④学校行事や部活動などの集団活動を通じて、調和のとれた心身の発達と個性の伸張をはかり、社会の

一員として、よりよい生活や人間関係を築こうとする自主的・実践的な学びの姿勢を育成します。 

⑤将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しめる機会を確保するため、学校部活動の

地域連携や地域クラブへの移行をめざした環境整備として、学校部活動の地域展開を推進します。 

⑥地域と連携し、子どもたちの放課後等の体験活動を充実させるとともに、学校・地域・行政が連携し、

地域全体で学校教育を支援し、「地域とともにある学校づくり」の実現を目的とした「コミュニティ・

スクール（学校運営協議会制度）＊」を推進します。 

 

２．教育環境の整備・充実 

①学校、家庭、地域の連携を強化し、地域の豊富な経験を有する人材を活用した学習支援事業など、地

域ぐるみで子どもを育てる環境の整備をはかります。 

②町内の保育所・幼稚園・認定こども園＊と小学校との間で、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を

共有し、相互に連携しながら、幼保こ小の架け橋プログラム＊の充実をはかります。また、保育所、

幼稚園、小学校、中学校の連携を強化することで、一貫性のある教育環境を整えるとともに、子ども

たちがスムーズに新しい教育環境になじめるような取組みを充実します。 

③児童・生徒が安全で安心して学習できるよう、計画的に施設の整備をすすめるとともに、「学校施設

適正規模等基本構想」に基づき、子どもが輝くよりよい学校教育環境の整備をすすめます。 

④英語教育やプログラミング教育＊の充実をすすめるほか、一人一台端末を活用したオンライン学習な

ど子どもたちを誰一人取り残すことなく育成する「個別最適な学び」と子どもたちの多様な個性を最

大限に生かす「協働的な学び」にむけた取組みをすすめます。 

⑤グローバル化、情報化社会に対応した教育や豊かな心を育む教育をすすめるため、経験年数に応じた

研修や教科別の研修等を充実させ、教職員の資質の向上に努めます。また、外国人英語指導助手を全

小学校に配置します。 

⑥すべての児童・生徒が一人ひとりに応じた教育を受けることができるよう、特別支援教育、通級指導

教室＊など障害のある児童生徒の多様な学びの場の一層の充実や教育環境の整備をはかります。 

⑦少人数学級編制、少人数指導により、学習のつまづきを早期に発見するとともに、基本的な学習習慣

を養うなど、児童・生徒一人ひとりに、よりきめ細かな教育を推進します。  
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⑧子どもたちが読書習慣を身につけられよう、家庭、学校、地域、図書館が「斑鳩町子ども読書活動推

進計画」に基づいて連携・協力し、子どもの読書環境を整えます。 

⑨子どもの食事の栄養バランスや食育の観点から学校給食を推進し、子どもたち自らが「食」について

考え、健全な食習慣を身につけた子どもの育成に努めます。 

⑩不登校の未然防止と早期の初期対応を行う「アイキャッチ・プロジェクト＊」を推進するとともに、

不登校または不登校傾向の児童・生徒に対して、個々の状況に合わせた多様な学びの場を確保しま

す。 

 

３．青少年の健全育成 

①いじめや不登校、ヤングケアラー＊等の諸問題の解決にむけて、児童・生徒の心の問題に対応するた

め、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなど専門家による相談体制の充実をはか

るとともに、関係機関との連携を強化します。 

②社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ども・若者を地域において支援するため、教育、福祉、保

健等の関係機関や関係団体と連携・協力し、包括的な支援ネットワークや相談・支援体制の充実をは

かります。 

③家庭や学校、関係機関と連携をとりながら、子ども・若者相談体制を強化します。 

④子ども・若者が安心して気軽に利用できる、社会教育施設などの充実をはかります。 

⑤「青少年問題協議会」を中心として、非行防止のための巡回指導や啓発、教育相談など、地域ぐるみ

での健全な生活環境づくりに努めます。 
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10．子どもを守るしくみの充実 
 

 

■課題 

 核家族化や地域のつながりの希薄化により、地域社会および家庭の教育力並びにコミュニケーショ

ン能力が低下し、子育て家庭が孤立するケースが増え、児童虐待、子どもの貧困等が社会問題とな

っています。 

 子どもの権利が守られる体罰のない社会の実現をめざし、一人ひとりが意識を変えていく必要があ

ります。 

 子どもの人権侵害は、子どもの心身の成長や人格の形成に重大な影響を与えることから、関係機関

と密接に連携した迅速な対応が必要とされています。 

 児童虐待やこどもの貧困、ヤングケアラー＊等、生まれた環境によって子どもの将来が左右される

ことがないよう、子どもを守るための包括的な支援が求められています。 

 

■目標とする姿 

心身の健全な成長を育み、すべての子どもが大切にされながら育ちます。 

 

■施策体系 

１  子どもの権利の保障 

２  子どもの貧困対策 

 

■政策指標 

子どもを守るしくみについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.87  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．子どもの権利の保障 

①児童虐待の未然防止や早期発見にむけ、相談体制の強化や保護者への啓発、保健センターや医療機

関、保育所、幼稚園、学校、警察、民生児童委員、県こども家庭相談センターなど、親や子どもに関

わるさまざまな関係機関や地域と連携した見守り体制の充実などをすすめます。 

②こども家庭センター＊において、子育て家庭の孤立化を防ぐとともに、子育て相談の機会の充実をは

かります。 

③斑鳩町ヤングケアラー＊支援マニュアルに基づき、行政、学校・園など関係機関が連携して、ヤング

ケアラー＊の早期発見と早期支援に努めます。 

④体罰等によらない子育てを推進するため、子育て中の保護者に対する支援とともに地域社会全体へ

の啓発をすすめます。 

 

２．子どもの貧困対策 

①教員ＯＢ等の経験豊かな人材との協働により、学力、学習意欲の向上をはかる学習支援事業（スクー

ルサポート）を実施します。 

②民間の子ども食堂と連携・協力することにより、子どもの居場所づくりを支援します。 

③子育てに対する経済的負担の軽減をはかるため、義務教育学校への就学のための費用等を助成する

ほか、保育所保育料および学校等給食費の軽減を行います。 
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基本目標４  

誰もが健やかに生き生きと  

くらせるまちにします  
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11．健康づくり 
 

 

■課題 

 健康寿命を伸ばし、生涯にわたっていきいきとくらすためには、住民一人ひとりの心身の健康状態

が良好であることが不可欠です。 

 健康維持・増進には生活習慣病に対して、若い世代から健康づくりに取り組む意識を高めることが

重要です。 

 ストレス社会といわれる現代、こころの病気は誰にでも起こりうる可能性があることから、メンタ

ルヘルスの正しい知識の普及と相談機関の周知をはかる必要があります。 

 住民のニーズの多様化、子どもの健やかな成長、高齢化の進行等に対応できる地域医療の充実が求

められています。 

 社会経済活動や住民生活に大きな影響を及ぼした新型コロナウイルス感染症を教訓として、国・県

等の関係機関と連携し、新たな感染症に備えた対策が求められています。また、住民に対しては、

日頃から感染症に関する正しい情報や対策を普及啓発することが必要です。 

 

■目標とする姿 

すべての世代の住民が自らの健康に関心を持ち、日ごろから心身の健康づくりに取り組んでいます。ま

た、すべての住民が必要な時に適切な医療サービスを受けることができる医療体制が整っています。 

さらに、住民が感染症対策に対する正しい知識を持ち、感染症拡大を防止するための体制が整備されて

います。 

 

■施策体系 

１  健康づくり活動の推進 

２  保健・福祉・医療の連携と充実 

 

■政策指標 

健康づくりの取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 1.11  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．健康づくり活動の推進 

①健康寿命を延ばし、より豊かな人生を送るため、食生活、運動習慣やストレス対策など、生活習慣病予防

に重点をおいた健康づくりを推進し、住民の意識向上をめざします。 

②各種ボランティア団体等と連携しながら、住民の自発的な取組みや地域ぐるみでの健康づくりの活動

を支援することにより、住民のニーズにあった魅力ある活動を育てます。 

③住民一人ひとりの心身の健康状態を良好に保ち、健康寿命を伸ばしていきいきとくらせるよう、健康

診査＊や各種健診に子どもから大人、高齢者、障害者など誰もが受診しやすい環境を整備し、一人ひと

りが健康づくりに関心を持ち、取り組めるよう推進します。 

④心の健康づくりについては、メンタルヘルスに関する知識の普及に努め、「斑鳩町自殺対策計画」を推

進するとともに、専門家による相談や講習会の開催などに取り組みます。 

 

２．保健・福祉・医療の連携と充実 

①健康管理や健康増進がより有効に行えるよう、乳幼児から高齢者までの一貫した健康管理システムを

活用します。 

②保健師や看護師、助産師、健康運動指導士、歯科衛生士、管理栄養士など、保健・医療に携わる専門的

な人材の確保や質の向上をはかります。 

③地域全体が感染症の拡大防止や健康づくりに対する意識を高められるよう、正しい知識や情報を提供

するとともに、保健センターサポーター、運動普及ボランティア、食育推進員、母子保健推進員など、

各種ボランティアや関係機関と協働した保健活動に取り組みます。 

④高齢者や障害者などの健康づくりや在宅看護・介護、さらに予防から治療、リハビリまで総合的な対応

ができるよう、保健・福祉・医療の連携を強化します。 

⑤医療体制については、町内医療機関の発展や促進に努めるとともに、休日応急診療体制や高次医療体

制の充実をはかるため、県や近隣市町との連携を強め、医療サービスの向上に努めます。 

⑥新たな感染症に備え、国や県の関係機関と情報共有をはかり、適切かつ迅速な対応に努めます。 
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12．高齢者の福祉・介護の充実 
 

 

■課題 

 75歳以上の高齢者や単身高齢者世帯、高齢者のみの世帯が増加するなか、介護予防や健康づくり、

生きがいづくり、生活支援など、自立と社会参加を促す福祉サービスのさらなる充実が求められて

います。 

 高齢化が進む中、認知症高齢者も増加していることから、認知症の早期発見・早期受診や治療、認

知症ケアの充実、認知症に対する理解の促進にむけた施策を充実する必要があります。 

 介護が必要な状態や認知症になっても、高齢者一人ひとりが社会を構成する一員として尊重され、

いきいきとくらせるやさしさのあるまちづくりを実現するため、地域包括ケアシステム＊の深化・

推進が求められています。 

 地域における介護予防や認知症の人に対する支援の担い手確保が求められています。 

 

■目標とする姿 

高齢になっても住み慣れた地域で、健康で生きがいを持って自立した日常生活を営んでいます。 

また、地域の中で支え合い、医療や介護の支援が包括的に確保できる体制が整って、在宅医療と介護の

連携が充実しています。 

 

■施策体系 

１  高齢者の生きがいづくりの推進 

２  地域包括ケアシステム＊の構築 

 

■政策指標 

高齢者の自立した生活への支援や介護福祉サービスについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.96  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．高齢者の生きがいづくりの推進 

①高齢者の豊富な知識と経験を貴重な財産としてとらえ、シルバー人材センターをはじめとした働く

機会や活動の場の提供に努め、高齢者の雇用を促進します。 

②高齢者が自立し、充実した生活がおくれるよう、趣味・学習の講座やサークル活動の場として、老人

憩の家や公民館を活用するとともに、各地域へ講師を派遣するなど、高齢者の生きがいづくりに努め

ます。 

③生き生きプラザ斑鳩を保健・福祉の中心施設として活用し、高齢者の健康増進、介護予防の支援など

に努めます。 

 

２．地域包括ケアシステム＊の構築 

①今後、支援ニーズが多様化、複雑化することが予想される高齢者福祉のニーズを見据え、支援を必要

とする高齢者とその家族がいち早く適切なネットワークにつながることができるように、地域包括

支援センターが住民に身近な相談・支援機関として親しまれるように浸透をはかるとともに、各種関

係機関との連携によりセンター機能を強化し、地域包括ケアシステム＊の構築を推進します。 

②認知症に関する理解を深めるための普及啓発や早期発見・早期治療・重度化遅延にむけた取組みをす

すめます。 

③誰もが住み慣れた地域でくらし続けることができるよう、在宅で介護を受けられる環境の整備と情

報提供に努め、高齢者の権利擁護に取り組みます。 

④高齢者が互いに支え合えるしくみづくりにむけ、老人クラブ連合会、民生委員、小地域福祉会など、

連携の強化に努め、地域福祉活動の充実をはかります。 

⑤医療と介護の連携をすすめ、必要な医療を受けながら在宅生活を継続できる環境や、「もしも」のと

きも必要な支援や医療を円滑に受けられる環境を整えます。 

⑥社会福祉協議会と連携し、住民のボランティア意識の高揚をはかり、ボランティア情報の収集・提供、

組織化の支援、活動の場の提供など、より活動しやすい環境づくりをすすめます。 

⑦高齢者の総合的な窓口である地域包括支援センターにおいて、日常生活でさまざまな問題を抱える

高齢者を支え、介護に関する相談や心配ごとなどに応じ、高齢者をあらゆる角度から支援します。 

⑧介護保険事業の推進をはかるため、介護保険事業にかかわるサービス基盤の整備や、人材の確保を行

い、住民の要望に応えられる体制づくりに努めます。 
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13．障害者福祉の充実 
 

 

■課題 

 障害者が必要とする支援や社会参加のニーズが一層多様化している状況をふまえ、事業主には職場

における合理的配慮＊の提供が義務化され、多様な働き方への対応が求められています。 

 したがって、障害の特性や能力に応じた就労機会の確保とあわせて、住民一人ひとりが障害への理

解を深め、共生社会の実現にむけた取組みをすすめていくことがより重要です。 

 核家族化や介護する家族の高齢化等による家族介護の力の低下や、親亡き後の問題に対し、障害者

の福祉、医療、教育、雇用に関わる関係者や関係機関と相互に連携し、地域が一体となって支える

体制の整備にむけた取組みをすすめていく必要があります。 

 発達上の課題を抱える子どもの相談および支援のため、行政、専門家、教育機関などが情報や対応

が途切れることなく、乳幼児期から子どもの発達に関して一貫して対応していくことが必要です。 

 

■目標とする姿 

障害の有無にかかわらず健常者と同様の生活と活動（ノーマライゼーション＊）を行い、社会から孤立

や排除されずに、それぞれの存在と役割を有する（ソーシャルインクルージョン＊）のなかで、誰もが身

近な地域で心豊かにくらしています。 

 

■施策体系 

１  地域共生社会＊の実現にむけた取組みの推進 

２  障害福祉サービスの充実 

３  障害のある子どもへの支援の充実 

 

■政策指標 

障害者に対する支援についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.91  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．地域共生社会＊の実現にむけた取組みの推進 

①障害者が生活にゆとりとふれあい、生きがいを感じられるよう、就労や地域活動、レクリエーショ

ンなどあらゆる場面に参加できる社会をめざします。 

②合理的配慮＊の普及・啓発に努め、障害を理由とする差別の解消にむけた取組みをすすめます。 

③障害者が働き、自立できるように、相談機能の強化をはかるとともに、あらゆる機会を通じて、就

労機会の拡充や新たな業務の開拓をすすめます。また、既存の地域活動支援センターの運営支援や

活動の充実をはかります。 

④障害者の高齢化や親亡き後の課題に対応するため、成年後見制度の周知をはじめ、権利擁護に関し

て身近に相談ができる体制の充実をはかります。 

 

２．障害福祉サービスの充実 

①障害があっても社会的に自立した生活がおくれるよう、サービスの質の向上に努めるなど支援体制

を充実します。 

②障害者が住み慣れた地域で安心してくらせるよう、広域連携による地域生活支援拠点機能の整備を

すすめます。 

③地域住民と保健・福祉などのさまざまなサービス事業者や相談支援事業所との連携により、地域ケ

ア体制づくりをすすめます。 

 

３．障害のある子どもへの支援の充実 

①幼児期の集団での遊びを通して、身体の発達、知的活動、社会生活などの調和的な発達をはかるた

め、療育教室を開催します。 

②児童の健やかな発達を促すため、子どもの行動理論や具体的な対応の仕方を学ぶペアレントトレー

ニングを実施します。 

③発達に遅れや偏りのある子どもへの相談支援を強化し、子どもの発達に応じた障害児福祉サービス

の提供を行います。 
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14．安定した社会保障制度の運営 
 

 

■課題 

 人口減少にともなう被保険者数の減少などにより、国民健康保険税収が減少する一方、高齢化等に

よる一人あたりの医療費の増加が見込まれることから、国民健康保険制度の安定的な運営が求めら

れています。 

 医療保険等の社会保障制度については、住民が制度を理解できるよう周知に努める必要がありま

す。 

 生活困窮者に対しては、関係機関と連携し、その状況に応じた包括的・早期的な支援が求められて

います。 

 社会構造の変化等により、従来の福祉のあり方だけでは必要な支援が行き届かない、いわゆる「制

度の狭間」にある課題解決にむけた取組みが求められています。 

 8050問題＊やヤングケアラー＊等、複雑化・複合化する地域生活課題を解決するためには、多機関

連携の推進が必要であり、各部所の分野横断的な支援や対応力の向上が求められています。 

 

■目標とする姿 

健全財政の下、安定的な社会保障制度が運営され、必要とする人が安心して支援を受けることができる

制度が構築されています。 

子どもから大人、高齢者、障害者など、すべての人が支え合いながら地域で共に生きていく「地域共生

社会＊」が形成されています。 

 

■施策体系 

１  適切かつ健全な社会保障制度の運営 

２  多様なつながりと支え合いによる地域福祉の強化 

 

■政策指標 

社会保障制度の運営についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.89  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．適切かつ健全な社会保障制度の運営 

①国民健康保険の財政運営の責任主体である県との連携を強化し、医療費の適正化に取り組みます。 

②国民健康保険税の収納率の向上に努め、制度の適正な運営をはかります。 

③被保険者の健康づくりや健康管理に対する意識の啓発をすすめるとともに、疾病予防にむけた施策

を充実します。 

④国の医療保険制度の改正については、県その他関係機関と連携しながら、適正に対応します。 

⑤高齢者や子ども、障害者・児、ひとり親家庭などへの医療費助成を充実させるとともに、医療制度の

しくみや内容の周知をはかり、住民の健康保持と福祉の向上に努めます。 

⑥国民年金制度の充実と安定化を国に要請するとともに、制度に対する理解を求めるための啓発活動

や相談事業の充実をはかります。 

 

２．多様なつながりと支え合いによる地域福祉の強化 

①生活困窮世帯に対して相談支援を行い、就学援助や就労あっせんなどの自立支援を充実させるとと

もに、必要な世帯には速やかに生活保護を適用し、有効に活用できるよう制度の充実を関係機関に働

きかけます。 

②ひきこもりや孤独死、ごみ屋敷など、制度の狭間にある課題をはじめとした地域住民の複雑化・複合

化する支援ニーズに対応するため、社会福祉協議会、民生児童委員、地域のボランティア、福祉関係

団体等との連携により重層的な支援体制づくりをすすめます。 
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15．生涯学習・生涯スポーツの推進 
 

 

■課題 

 ライフスタイルが多様化するなか、住民の生涯学習に対する意欲は高まっており、そのニーズも広

範囲かつ多岐にわたっています。また、自己実現のみならず、学習の成果を適切に生かすことが求

められています。 

 図書館は、身近に本と親しめる場であり、今後も多様な図書館サービスの提供、公民連携（官民連

携）＊やボランティアとの協働の推進が求められています。 

 スポーツは、心身の発達や健康増進、豊かな人間性の育成や交流促進に欠かせないものであり、競

技スポーツのみならず、住民の健康増進と心豊かなくらしのために、生涯にわたりスポーツを楽し

める環境づくりが必要です。 

 中学校の部活動を地域に移行する動きがすすむなか、地域移行が「単なる受け皿」にとどまること

なく、その後も地域でスポーツを続けるきっかけとなるしくみづくりが求められます。 

 

■目標とする姿 

住民が主体的にあらゆる機会を通して学び、その学んだ成果を地域づくりに生かし地域の担い手とな

る人材が育成されるなど、それぞれの地域で生涯学習が活発に行われています。 

子どもから大人、高齢者、障害者など誰もが、生涯を通じて住民がスポーツに親しみ、心身とも健康で

豊かに生き生きとスポーツを楽しんでいます。 

 

■施策体系 

１  生涯にわたって学べる環境づくり 

２  生涯スポーツの推進 

 

■政策指標 

生涯学習や生涯スポーツの取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.92  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．生涯にわたって学べる環境づくり 

①多様化する住民の学習ニーズに対応し、年齢や障害の有無などに関わらず、誰もが気軽に参加で

き、生きがいづくりにつながるよう、学習機会の拡充と内容の充実をはかります。 

②斑鳩の歴史と文化を生かしたプログラムの開発や、グローバル化や情報化などの時代背景に対応し

た学習内容の充実をはかります。 

③住民が生涯学習の成果を積極的に社会貢献やまちづくりに生かすしくみづくりや、身近な生涯学習

の場である町立図書館、中央・東・西公民館が利用者にとって、快適・魅力的な施設であり続ける

よう、設備や機能の充実をはかります。 

④子どもから大人、高齢者、障害者など誰もが気軽に図書館を利用し本に親しめるよう、電子書籍や

大活字本の導入などを含めた時代のニーズにあった蔵書の充実をはかるとともに、国・県・市町村

の図書館などとのネットワーク化をはかり、図書館機能の充実に取り組みます。 

 

２．生涯スポーツの推進 

①誰もが楽しみながら体力づくりができるよう、総合型地域スポーツクラブ等との連携をはかり、子

どもから大人、高齢者、障害者など誰もが地域での継続的なスポーツ参加を促進するしくみづくり

に努めます。 

②マラソン大会をはじめ、スポーツ、レクリエーションを通じた交流活動をすすめます。 

③総合型地域スポーツクラブ等との連携強化をはかり、スポーツ人口の拡充、次世代の指導者やリー

ダーとなる人材の発掘・養成などをすすめます。 

④体育館やグラウンドなどのスポーツ施設を身近なスポーツ拠点として活用できるよう、設備の充実

をはかります。 
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基本目標５  

つながりを大切にするまちにします  
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16．住民活動と協働の推進 
 

 

■課題 

 人々の価値観やライフスタイルの多様化、世代間の関係の希薄化に加えて、新型コロナウイルス感

染症の影響などにより地域のつながりが希薄化する一方で、超高齢社会における見守りや支え合

い、災害時の助け合いなど、人とのつながりや「共助」の精神によるあたたかい地域社会が求めら

れています。 

 自治会の加入率低下や役員の高齢化、担い手不足、参加者の固定化など、コミュニティの維持の課

題を抱えており、時代に合わせたコミュニティ運営が求められています。 

 これまでの取組みをふまえ、時代のニーズに合った、新たな住民と行政の協働のあり方について検

討が求められています。 

 今後ますます多様化する公共サービスへのニーズに対応するためには、産官学連携や多世代交流など、

多様な主体の参画をはかることにより、満足度の向上や相乗効果につなげることが重要となってい

ます。 

 

■目標とする姿 

まちへの愛着や誇りを感じて、住民一人ひとりが社会活動や生活の中で培ってきた豊かな知識や経験等

を発揮し、地域の一員として主体的に地域活動を展開しています。 

また、事業者による社会貢献活動が多発化し、多様な担い手による主体的なまちづくりが行われ、住民・

住民団体、事業者および行政の三者協働により、地域課題の解決をはかっています。 

 

■施策体系 

１  住民活動の推進によるコミュニティの充実 

２  多様な主体との協働 

 

■政策指標 

協働の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.84  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．住民活動の推進によるコミュニティの充実 

①地域のコミュニティ活動の活性化をはかるため、自治会活動のＰＲや地域活動の情報提供に努める

など、自治会の活動や自治会同士の交流を支援します。 

②小地域福祉会や子ども会、老人クラブ、自衛消防団、自主防災組織など、さまざまなコミュニティに

関わる組織を支援し、地域住民の連帯を高め、コミュニティの活性化をはかります。 

③活発なコミュニティ活動は安全・安心のまちづくりに欠かせないことから、地域単位の活動拠点の充

実をはかるため、自治会の集会施設整備に対する補助金などの支援を行います。 

④住民活動センターを拠点として住民活動団体の連携・支援や、ボランティア団体やＮＰＯ＊の育成・拡

充に努めるとともに、住民による自主的な地域活動を支援し、住民の主体的なまちづくりに対する意

識の高揚をはかります。 

⑤住民が郷土愛と誇りをもてるまちづくりをすすめるため、積極的な広報活動や子どもから大人、高齢

者、障害者など誰もが参加できる町内行事、各種イベントなどを通してコミュニティ意識の醸成を促

進します。 

⑥住民の手による自主的な地域活動やまちづくり活動を支援するため、ボランティアやスポーツ、文化

活動などの団体間の交流や友好都市等提携市町との幅広い分野での地域間交流を促進します。 

⑦コミュニティ活動の場として、公民館や地区集会所、地域交流館をはじめ、いかるがホールや生き生

きプラザ斑鳩、ふれあい交流センターいきいきの里、法隆寺ⅰセンターなど、身近な施設の有効活用

をはかります。 

 

２．多様な主体との協働 

①住民、住民活動団体、事業者が行政と共に手を携え、それぞれの役割を認識し、互いに支え合いながら

主体的にまちづくりに関わる取組みを支援します。 

②多様化する公共サービスへのニーズに対応するため、民間事業者や大学などとの産官学連携を推進し、

それぞれの知的・人的資源を生かしながら、公民連携＊による質の高いサービスの創出と、共有価値や

解決策を生み出す持続可能なまちづくりに取り組みます。 
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17．男女共同参画社会の推進 
 

 

■課題 

 人口減少・少子高齢化がすすむなかで、男性の育児や介護、地域活動への参加、また、女性のさら

なる社会進出など、性別にかかわらず誰もがともにあらゆる分野に参画できる環境を構築すること

が求められています。 

 職場や家庭、地域活動の場においては、従来の固定的な性別役割分担意識が依然として残る一方、

女性に対する意識の変革が浸透しつつあるなか、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）＊やさま

ざまなハラスメント＊などの問題も生じています。 

 

■目標とする姿 

社会のあらゆる分野において、性別にかかわらず誰もが互いを尊重し、結婚・出産・子育て、介護などの

ライフイベントと仕事を両立しながらキャリアを重ね、個性や能力を発揮して生き生きと社会で活躍して

います。 

また、育児・介護・家事など家庭における役割を性別にかかわらず分かち合うことで、ワーク・ライフ・

バランス＊を実現しています。 

 

■施策体系 

１ 男女共同参画の意識形成 

２ ワーク・ライフ・バランス＊の推進 

 

■政策指標 

男女共同参画、女性活躍推進の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.76  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．男女共同参画の意識形成 

①「斑鳩町男女共同参画推進計画」に基づき、住民、事業者、行政が一体となって男女共同参画社会の推

進をはかるとともに、あらゆる分野において性別にかかわらず多様な人材が活躍できるよう、人材の

発掘・育成をすすめ、方針決定の場や各種審議会などにおける意思決定の多様性を促進します。 

②すべての人が性別にかかわらず活躍できる社会をめざすため、男女共同参画に関する啓発や教育を推

進します。 

③女性に対する暴力やハラスメント＊の防止にむけ、町広報紙など、さまざまな機会をとらえて啓発をす

すめます。 

 

２．ワーク・ライフ・バランス＊の推進 

①男女双方が安心して働くことができ、さまざまな社会活動に参加できるよう、子育て・福祉サービス

などの生活支援にむけたより一層の取組みの充実に努めます。 

②育児や介護による離職にとらわれず、ワーク・ライフ・バランス＊の考え方の普及・促進をはかるとと

もに、出産・子育て等で一時離職した人の再就職や起業を支援するため、ハローワーク等との連携や

創業支援窓口での相談を通じて就業の促進に取り組みます。 

③暴力や虐待、ハラスメント＊など女性に対するさまざまな人権侵害に対して、適切で迅速な助言や援助

活動が行えるよう、関係機関と連携した総合相談体制や救援体制を整備します。 
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18．人権・平和社会・多文化共生 
 

 

■課題 

 個々の違いを互いに受け入れ、ともに認め合い、助け合う社会の実現と世界の恒久平和は、人類共

通の願いですが、いまだすべての人権侵害が解消されておらず、さらに、インターネットを悪用し

た人権問題やＬＧＢＴＱ＊等の性的マイノリティ＊などに関する問題も起こってきています。 

 国際化が進展するなか、観光や就業等で外国人の増加が見込まれることから、言語や文化の違う外

国人と互いに理解・尊重しあい、共生できる社会の実現のための取組みが必要です。 

 性別、年齢、人種、国籍、障害の有無、性的指向、性自認、宗教、文化、価値観など、さまざまな

違いを持つ人が共生し、尊重される多様性の社会が求められています。 

 

■目標とする姿 

啓発活動や学習などを通じて人権が尊重され、平和社会への意識が高まり、自由平等に豊かで幸せな生

活を送っています。 

国籍や民族の異なる人々が互いの文化的差異を認め合い、国際交流が自然に深められているとともに、

外国籍住民も地域社会の一員として溶け込み、安心してくらすことができる多文化共生が浸透した地域社

会を形成しています。 

 

■施策体系 

１ 人権の擁護と啓発の推進 

２ 非核平和の推進 

３ 多文化共生の推進 

 

■政策指標 

人権・平和社会・多文化共生の取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.91  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．人権の擁護と啓発の推進 

①人権意識が高く思いやりのある児童、生徒を育成するため、学校教育において、人権教育をすすめま

す。 

②人権意識を高めるため、広報活動をはじめ、講演会などあらゆる機会を利用して住民への啓発活動を

すすめます。 

③一人ひとりが価値観や個性の違いを多様性として認め合い、互いに人権を尊重しあえる社会の実現を

めざします。 

④行政や住民、学校、関係団体、事業者が協力し、女性、子ども、高齢者、ＬＧＢＴＱ＊等の性的マイノ

リティ＊の人たち等に対するあらゆる差別をなくすとともに、情報化の進展によるプライバシー侵害や

ネット中傷等新たな人権侵害を防ぐ社会をめざします。 

⑤ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）＊、ハラスメント＊などの人権侵害や、性差などによって困難を

抱えることなく自分らしく地域でくらすことができるよう、相談窓口を設置するとともに、関係機関

との連携を強化します。 

⑥高齢者や障害者の権利擁護にむけ、成年後見人制度＊や地域福祉権利擁護事業＊など支援策の周知とともに、

相談支援体制を確立します。 

 

２．非核平和の推進 

①昭和60年に宣言した「斑鳩町非核平和宣言」の精神にのっとり、住民への意識啓発をはかります。特

に、次代を担う青少年には、学校教育や地域での活動を通じて本宣言の趣旨を積極的に伝えます。 

②非核平和に関する情報提供や住民の自主的な活動の支援を行います。 

 

３．多文化共生の推進 

①多言語でくらしの情報が得られるよう、多言語によるパンフレットやホームページの充実をはかりま

す。 

②さまざまな組織や団体と連携することで、多言語で生活相談や医療相談ができる体制を整えます。ま

た、外国人の子どもへの支援を行います。 

③多文化共生に対する興味・関心が高まるよう、交流イベントなどを開催します。 
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基本目標６  

魅力に満ちた活力あるまちにします  
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19．観光まちづくりの推進 
 

 

■課題 

 世界遺産法隆寺を中心とした拠点通過型観光が主流であり、地域経済への波及効果が低く、また、

町の玄関口であるＪＲ法隆寺駅から法隆寺までのアクセスが脆弱で、駅周辺の商業施設等も少ない

状況となっており、「散策・回遊・着地型のまちあるき観光」への転換が課題となっています。 

 観光政策による交流人口＊の拡大は、さまざまな業種に経済波及効果をおよぼし、雇用創出にも好

影響をもたらすとされています。感染症の拡大を経て、観光振興と地域活性化の大きな転換点を迎

えるなか、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）＊等と連携し、地域の観光資源を活用してブランド力を

高め、多様な人々の交流・まちのにぎわいを創出し、地域の消費需要を喚起していくことが必要で

す。 

 外国人観光客（インバウンド＊）の受け入れ環境を整えるとともに、地域社会との調和をはかりな

がら、観光客と住民が共存することができるまちづくりを推進することが重要です。 

 法起寺や法輪寺、その他の観光施設へのアクセス環境や回遊性の向上、また、世界遺産が集積する

奈良市内との広域交通の強化や観光ルート連携体制の構築が必要です。 

 

■目標とする姿 

豊かな自然と世界遺産をはじめとする悠久の歴史・文化など、訪日外国人等が本町での観光を満喫する

とともに、観光産業の振興によって地域産業も活性化されています。 

さらに、国内外の来訪者との交流を通じて本町でくらすことに誇りを感じ、まちへの愛着を深めていま

す。 

 

■施策体系 

１  地域ぐるみの観光ブランド力の強化 

２  観光コンテンツ＊の充実 

３  発信力の充実による誘客 

 

■政策指標 

観光まちづくりの取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.24  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．地域ぐるみの観光ブランド力の強化 

①観光地域づくり法人（ＤＭＯ）＊を中心に商工会等各団体とも連携し、持続可能な観光地域づくりに

取り組み、観光ブランド力の強化に努めます。 

②世界遺産法隆寺を核とした地域の賑わいづくりをはかるとともに、古墳や古民家など地域に残る数

多くの文化財を貴重な観光資源として積極的に活用し、さらなる魅力の向上に努めます。 

③法隆寺周辺における「歴史・観光まちづくり」をすすめるため、ＪＲ法隆寺駅周辺の交通結節性を向

上するとともに、法起寺や法輪寺なども含めた周辺の回遊性の向上と奈良市内との交通アクセスに

ついて、県とも連携し、強化をはかります。 

④斑鳩ブランド商品のＰＲや魅力ある飲食店・物販店の起業支援などをすすめ、農業や商業と連携した

新しい観光産業を支援します。 

⑤新たな送客手段について検討しながら、訪れる人たちの安全で快適な移動を確保するため、案内板・

説明板などの誘導サインの設置や観光アプリ作成などによって、斑鳩の里の風景や生活文化が楽し

めるルートをわかりやすく伝え、観光ルートのネットワーク化をはかります。 

⑥外国人観光客（インバウンド＊）の誘致への取組みを強化するため、デジタル技術を活用した多言語

による情報発信や案内板、パンフレットの設置などに取り組みます。 

⑦斑鳩町と隣接する自治体、周辺の観光地や友好都市、各種交流都市などとの連携を強化するととも

に、ＪＲ、高速道路などの交通アクセスのよさを生かした観光事業の広域化とネットワーク化をはか

ります。 

 

２．観光コンテンツ＊の充実 

①地域の観光資源を磨き上げ、参加型や体験型のプログラムを開発し、滞在コンテンツの充実をはかり

ます。 

②マルシェ・宿泊施設の整備を契機として、点の観光から面の観光へつながる「散策・回遊・着地型の

まちあるき観光」を推進します。 

③奈良市や斑鳩町と隣接するエリアと結びついた広域周遊観光を促進するため、自転車を移動手段の

有効なツールとして、観光客の利便性の向上をはかります。 

 

３．発信力の充実による誘客 

①観光地域づくり法人（ＤＭＯ）＊、ＪＮＴＯ（日本政府観光局）や近隣自治体と連携し、デジタルマ

ーケティング＊等を活用した情報発信に取り組みます。 

②聖徳太子ゆかりのまちとして、斑鳩の歴史・文化を国内外双方に広く紹介する各種講座やイベントの

開催、法隆寺ⅰセンターの情報機能の充実、デジタル技術を活用した文化財情報の発信、ＳＮＳ＊戦

略の強化など、交流人口＊の増加による経済波及効果も勘案して、観光・地域情報の積極的な発信を

行います。 

③来訪者だけでなく住民が斑鳩のよさを再認識し、誇りと愛着を持って魅力を共有できる地域づくり

に努めます。 

④観光ボランティアの育成に加え、観光案内だけにとどまらない多様なボランティアの活用も検討す

るなど、観光まちづくりに住民が参加できるしくみや機会を充実するほか、多様な観光ニーズに対応

するため、地域内の観光資源をさまざまなテーマで案内できる専門性を持った有料観光ガイドの育

成支援・活用などに取り組みます。  
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20．商工業の振興 
 

 

■課題 

 地域の事業者の発展と成長を促し、地域経済の活性化をはかるためには、新たな販路拡大の支援、

経営安定化の支援、時代に即した産業の育成や起業支援に取り組む必要があります。また、感染症

等による不測の事態に対応できるよう、強靱かつ自律的な地域経済の構築が求められています。 

 設備投資効果の大きい中小企業者をはじめとした、町内事業所の設備投資を促すことで、労働生産

性の向上をはかり、産業の底上げをはかる必要があります。 

 個性的で活力ある地元商業の確立をめざすため、斑鳩ブランド認定商品の販売促進を効果的に展開

する必要があります。 

 商店街をはじめ、後継者不足等から増加している空き店舗の解消にむけた取組みが必要です。 

 

■目標とする姿 

感染症等による不測の事態にも対応できる柔軟な体制を整えた経済の持続可能な発展が実現し、中小

企業をはじめとする地域経済の担い手が成長することにより、本町の商工業が持続的に活性化していま

す。 

 

■施策体系 

１  活力ある商工業の振興 

２  新産業の創出、起業支援 

 

■政策指標 

商工業の振興についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.33  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．活力ある商工業の振興 

①地域資源のさらなるブランド化など、斑鳩らしい商品づくりとＰＲの強化によって、個性的で活力あ

る地元産業の確立をめざします。 

②ふるさと納税制度において、地域特産品を積極的に活用しＰＲに努めます。 

③商店街の活性化にむけ、商店街組織を強化し、専門家の協力を得ながら活性化の新しい具体策を研究

し、推進します。 

④商工会や金融機関など、関係機関との連携による経営指導の充実をはかるとともに、若手経営者の育

成をすすめ、時代のニーズに対応した商業活動のあり方を研究します。 

⑤農業や観光との連携を強化し、住民が斑鳩のくらしを楽しみ、来訪者のニーズに応える商業の活性化

を推進します。 

⑥斑鳩町の地域経済を支える中小企業、特に小規模事業者の成長と発展を促進するため、国の支援施策

の情報提供や、関係機関との連携による経営相談、資金融資制度の充実などを通じて、事業者が安心

して経営できる環境づくりに努めます。 

⑦事業者を取り巻く厳しい環境のもと、商工会とも連携しながら、第二創業＊や第三者承継＊など事業

継続の支援につながる県・金融機関の支援制度や助成金などについて情報を収集し、事業者に提供し

ます。 

⑧新規工場の立地は既存の工場立地ゾーンに限定し、工場周辺の自然環境や地域と調和のとれた生産

環境の整備を促します。 

⑨関係機関と連携し、工業の近代化・高度化による生産性の向上をはかるとともに、事業の共同化や協

業化、異業種間交流などをすすめ、共同開発や市場・新製品の開拓を促進します。 

 

 

２．新産業の創出、起業支援 

①創業を希望する人への経営計画の作成支援や空き店舗等での創業促進、テレワーク＊支援など、ワン

ストップで行う創業支援の拠点「斑鳩町創業支援センターふらっぴん♪」の機能充実をはかります。 

②創業支援補助金事業を充実し、観光振興、地域経済の発展や雇用の促進をはかります。 

③いかるがパークウェイなど道路整備やＪＲ法隆寺駅周辺整備などの進捗にともない、県とも連携し、

都市計画の見直しなど多様な市街地整備の手法を検討し、商業施設の計画的な立地誘導をはかりま

す。 

④国道 25号など幹線道路沿道においては、周辺の土地利用との調和に配慮しながら、多様化する消費

者ニーズに対応した利便性の高い商業施設の計画的な立地誘導をはかります。 

⑤既存商店街は、それぞれの地域特性を生かした店舗づくりなどの商業展開をはかります。 

  



58 

21．農業の活性化 
 

 

■課題 

 農業を取り巻く環境は、高齢化や担い手不足の深刻化等により、次世代への継承が課題となってい

ます。人手不足は全国的な問題であり、国では、スマート農業＊への転換を推進しています。 

 農業水利施設、農道、ため池などの老朽化がすすむなか、施設の長寿命化と安全性の向上をはかる

必要があります。 

 遊休農地の解消は、斑鳩の里の風景の保全の側面からも求められており、農地空間の活用や農地の

流動化に努める必要があります。 

 「食」に対する消費者の意識の高まりから、安全・安心な農作物の提供、地産地消＊の推進のほ

か、高齢者の生きがいづくり、障害者の就労支援の場づくり、景観保全、レクリエーションやコミ

ュニティ形成など、農業が持つ多面的な機能を発揮する形態への転換にむけた取組みが必要とされ

ています。 

 

■目標とする姿 

安全で安心な地場産品の充実などにより、農業が活性化し、自給率が向上し、地産地消＊がすすんでい

ます。 

 

■施策体系 

１  生産基盤の整備促進 

２  地産地消＊の推進 

 

■政策指標 

農業の振興についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.47  目標値（R12） ↗ 

  



59 

■主な取組み 

 

１．生産基盤の整備促進 

①ほ場整備＊、農道、用排水路、ため池など農業土地基盤の総合的・計画的な整備をすすめます。耐震

診断により整備が必要となったため池は、国の補助を活用しながら、地元、水利組合等と調整し、補

強などの整備を計画的にすすめます。 

②農地の売買、貸借およびそれらのあっせんなど農地の流動化にむけ、農家に対する啓発活動をすすめ

るなど、農地の保全と経営規模の拡大を促進します。 

③農家の高齢化により遊休農地が増加する傾向にあることから、高齢農家をはじめとする農業者の連

帯を強め、将来にわたる担い手を確保し農業経営を維持するため、農家・農協・行政の連携による集

落営農＊や農作業受委託システム等による農地の集積など、相互扶助体制の確立に努めます。 

④集落や地域を単位とした作付け作物を選択し、生産組合、出荷組合の組織化を支援するなど地域ぐる

みの産地形成、販路開拓に努めます。 

⑤有機農業の導入や農産物の加工品開発など付加価値を高める取組みを推進します。 

⑥農業団体等への支援や就農の魅力のＰＲにより、非農家が農業に触れる機会を増やし、農業の裾野を

広げることで、新規就農者の育成や担い手の確保、認定農業者制度の普及促進に取り組みます。 

 

２．地産地消＊の推進 

①町内各所にある農産物直売所の情報を集約し、町内外に発信することで、地元農産物の流通促進に努

めます。 

②産業まつり、直売所、栽培サポーター制度などを通じて、消費者との交流を深めながら、住民の地元

農業への関心を深めます。 

③学校教育との連携により、農業体験学習の場の提供と学校給食への収穫物の活用など、農業への関心

や理解を深めるための取組みをすすめます。 

④遊休農地などを活用して、レクリエーションやコミュニティの場となる貸農園や体験農園を開設し、

住民が農業にふれる機会づくりに努めます。 

⑤観光や商業と連携し、特産品の開発をすすめ、農と食の交流拠点を整備します。 

⑥斑鳩らしい景観の要素として農地空間の保全と活用をはかります。 
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基本目標７  

悠久の歴史と文化、       

自然を大切にするまちにします  
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22．歴史・文化遺産の保全と活用 
 

 

■課題 

 悠久の歴史を持ち、聖徳太子ゆかりのまちである本町は、世界遺産や国指定文化財を有しており、

地域には数多くの歴史・文化遺産が存在しています。これらは後世に伝えていくべき貴重な財産で

あることから、その保全をすすめるとともに、積極的な活用をはかることで、住民の意識を高め、

共有の財産として次代に継承していく必要があります。 

 本町の豊かな歴史・文化遺産のすばらしさを広く国内外へ発信し、その魅力を貴重な観光資源とし

て世界にアピールするなど、歴史文化資源を生かしたまちづくりが求められています。 

 文化財の保存と活用には、持続可能な保存と将来への継承のために組織横断的な体制や多様な関係

者・世代の参画が求められる一方で、参加者の高齢化が課題となっており、若年層の関心を高める

教育や啓発活動、地域に根ざした参加機会の創出などが必要です。 

 

■目標とする姿 

歴史・文化遺産が保存・継承され、住民や来訪者が文化や伝統に触れることができる環境が形成されて

います。 

そして、貴重な歴史・文化遺産のなかでくらすことに誇りを感じ、まちへの愛着を深めています。 

 

■施策体系 

１  歴史文化資源の保全 

２  歴史文化資源の「魅力」の発信 

 

■政策指標 

歴史・文化資源の振興についての住民満足度指数 

実績値（R6） 1.03  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．歴史文化資源の保全 

①町内の各地域で保存・継承されてきた古文書、美術工芸品、考古資料、遺跡などの文化財について、

町指定文化財の候補となる文化財の調査をすすめます。 

②伝統的な町並みや建築技術、郷土料理など、近世・近代を含めた地域に残る文化財や文化的な資源の

調査や研究をすすめ、身近にある文化財の重要性を再認識できるよう案内板の設置などによって啓

発に努めます。 

③西里や東里、龍田などの歴史的な町並みや三井、岡本などの集落景観を保全し、住民とともに斑鳩ら

しい風景・景観づくりに努めます。 

④文化財の保全や活用に際しては、住民参加のしくみをつくり、住民とともに、より魅力的で誰もがわ

かりやすい文化財の活用をめざします。 

 

２．歴史文化資源の「魅力」の発信 

①歴史文化資源を生かした観光振興など、施策の展開をはかるため、修景支援事業の実施や斑鳩町文化

財保存活用地域計画の策定にむけた調査・研究を行います。 

②史跡中宮寺跡歴史公園は、歴史を身近に感じられる観光資源として活用するとともに、住民に親しま

れる公園として利便性と魅力度の向上に取り組みます。 

③斑鳩を訪れる人だけでなく、住民も斑鳩の歴史と文化について理解できるように、斑鳩文化財センタ

ーや法隆寺ⅰセンター、聖徳太子歴史資料室などの拠点施設において、より魅力的な歴史と文化の情

報を発信します。 

④ホームページや町広報紙、マップやリーフレットのほか、働く世代・若年層を含め、より幅広い世代

に魅力的な情報発信をするため、ＳＮＳ＊をはじめとした、多様な情報媒体を活用します。 

⑤斑鳩の魅力を伝える史跡藤ノ木古墳石室特別公開、斑鳩文化財センター展示会、斑鳩の魅力を伝える

講演会などの催しについては、町内外の人が斑鳩の歴史と文化の魅力を体験できるよう、質の向上を

はかります。 
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23．文化・芸術の振興 
 

 

■課題 

 心豊かで潤いのある住民生活や個性豊かで活力あふれる地域づくりを実践していくために、多様な

文化活動を促進する必要があります。 

 各文化施設は、次代を担う子どもや若者をはじめ、さまざまな世代に利用してもらえる工夫が必要

とされています。 

 地域の文化活動やイベント等に幅広い世代が関心を持ち参加できるよう、魅力的な企画や情報発

信、教育的取組みなど多角的な工夫が必要です。 

 

■目標とする姿 

住民の多種多様な文化活動や、個性豊かな地域づくりの実践により、文化が薫る豊かなまちが形成され

ています。 

 

■施策体系 

１  文化・芸術に親しめる環境づくり 

２  文化・芸術活動の支援 

 

■政策指標 

文化・芸術の振興についての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.94  目標値（R12） → 
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■主な取組み 

 

１．文化・芸術に親しめる環境づくり 

①いかるがホールや中央・東・西公民館などを活用し、さまざまな分野の質の高い文化・芸術に身近に

ふれる機会を充実します。 

②文化事業の企画や運営に住民が参加できる体制づくりをすすめ、住民と行政が一体となって文化の

振興に努めます。 

③いかるがホールの計画的な施設管理を行い、文化・芸術活動の拠点として利用しやすい環境を提供し

ます。 

 

 

２．文化・芸術活動の支援 

①文化振興活動育成事業補助金交付制度の周知をはかり、住民の自主的な文化・芸術活動の育成や支援

を行います。 

②文化・芸術活動の指導者をはじめ、人材の発掘や確保にむけた登録制度を確立するとともに、団体間

や指導者と団体のネットワークをひろげ、活動の充実をはかります。 

③住民の身近な文化・芸術活動の場として、各公民館で公民館教室を開講し、自主的な活動を支援しま

す。 

④ホームページや町広報紙などの内容の充実に努め、イベント情報や文化・芸術活動の情報などを町内

外に広くわかりやすく提供します。 

⑤斑鳩らしい文化が香るまちづくりをすすめるため、印刷物やホームページなど、行政のあらゆる面に

デザイン性が高い情報発信をめざします。 
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24．風景・景観・自然環境の保全 

 

 

■課題 

 本町は、歴史的風致維持向上計画＊の認定を受けるなど、歴史的な町並みを有しており、こうした

景観を住民共有の財産として守り、歴史や自然と調和した景観形成に努めることにより、斑鳩町独

自の魅力を向上する必要があります。 

 山林を保全するための里山整備について、ボランティア団体の高齢化にともない、次世代への継承

が課題となっています。 

 

■目標とする姿 

「斑鳩の里」にふさわしい歴史的な街並みや風景・景観、自然環境がくらしと調和したまちが形成され

ています。 

 

■施策体系 

１  斑鳩の里にふさわしい景観づくり 

２  自然環境の保全と活用 

 

■政策指標 

「斑鳩の里」にふさわしい景観や自然環境に関する取組みについての住民満足度指数 

実績値（R6） 0.79  目標値（R12） ↗ 
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■主な取組み 

 

１．斑鳩の里にふさわしい景観づくり 

①法隆寺をはじめ法起寺、法輪寺周辺などの歴史的景観と自然環境や田園風景が一体となった斑鳩の

里の風景・景観の保全に努めます。 

②歴史的な町並みが残されているところでは、景観形成作物の普及や町並み・道路景観の整備など斑鳩

らしい風景・景観の保全や整備に努めます。 

③斑鳩の里の風景として重要な要素となる田園風景の保全や形成にむけ、農地の保全に努めます。 

 

２．自然環境の保全と活用 

①ＪＲ法隆寺駅周辺地区は、斑鳩の里の歴史的な町並みや風景・景観との調和をはかりながら斑鳩の玄

関口としてふさわしいにぎわいと活力のある市街地を形成します。 

②住宅地については、風致地区条例や景観計画などを活用し、地域特性にあった規制や誘導をはかり、

自然と調和した潤いのある景観の形成に努めます。 

③公共施設の周辺や公園、広場などを生かし、身近な緑化を行うことで、潤いのある景観づくりをすす

めます。 

④道路には、街路樹を整備するとともに、建物の意匠・形態、広告や看板なども景観に配慮するよう、

住民や事業者への協力を求めて沿道景観を整えます。 

⑤山林を保全するため、地域林政アドバイザー制度＊を活用し、里山の整備などの取組みを住民ととも

にすすめながら、自然災害の防止や二酸化炭素の吸収・貯蔵など、さまざまな機能を有する山林の保

全に対する住民意識の高揚をはかります。 

⑥河川や公園、緑地など、身近に自然に親しむことのできる環境の保全に努めるとともに、住民が自然

環境に親しむことのできる機会を創出します。 

⑦自然資源に親しみ、理解を深めるため、地域の自然資源の情報収集と整理を行い、そうした情報を住

民参加で発信するための人材育成に取り組みます。 

⑧花と緑あふれる地域づくりのため、住民と行政が連携して場所に応じた緑化をすすめるとともに、組

織の育成やコミュニティガーデン＊など、住民主体の身近な緑化活動を推進します。 
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重点施策（第３期斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合戦略） 

 

 
計画期間2026（令和８）年度～2030（令和12）年度 
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重点施策 第３期斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
 

１．総合戦略策定の背景と目的 

 

我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東

京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力

ある日本社会を維持していくことをめざし、国において、2014（平成26）年11月に「まち・ひと・しご

と創生法」が制定されました。同年、2060（令和42）年に１億人程度の人口を確保することを目標とし

た「長期ビジョン」とそのための取組みの方向性をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策

定し、地方公共団体もこれを勘案して、地方版総合戦略を策定することが努力義務とされました。 

これを受けて、本町においても、国や県の長期ビジョン（人口ビジョン）や総合戦略を勘案して、

「斑鳩町人口ビジョン」と「斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第１期総合戦略」とい

う。）を2015（平成27）年に策定し、３つの基本政策を基に取組みをすすめてきました。また、2020

（令和２）年12月には「第２期斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第２期総合戦略」と

いう。）を、まちづくりの全般の計画である総合計画の重点施策として位置づけ、各取組みの推進をは

かってきました。 

このように、国および地方公共団体が地方創生にむけてさまざまな取組みをすすめてきましたが、東

京圏への一極集中には歯止めがかかっておらず、人口減少や少子高齢化が進行している状況にありま

す。こうしたなか、国は、デジタルの活用によるテレワーク＊の普及や地方移住への関心の高まりな

ど、社会情勢がこれまでとは大きく変化している状況から、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせ

る社会」をめざす「デジタル田園都市国家構想」の実現にむけ、デジタルの力を活用しつつ、地域の個

性を生かしながら地方の社会課題解決や魅力向上の取組みを加速化・深化することとし、2022年（令和

４）年12月に、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、「デジタル田園都市国

家構想総合戦略」を策定しました。また、国は、「これまでの地方創生の流れをデジタルの力を活用し

て継承・発展していくことが肝要」であるとしています。 

こうした流れを受けて、本町においても、これまでの枠組みを継承することを基本とし、デジタルの

力を活用しながらさらなる充実・強化にむけて、「第３期斑鳩町まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下「第３期総合戦略」という。）を策定しました。 
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２．デジタル田園都市国家構想総合戦略の概要 

 

【基本的な考え方】 

 テレワーク＊の普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化してい

るなか、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利で

快適に暮らせる社会」をめざす。 

 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化をはかり、地方に住み働きながら、都会に匹敵する情報

やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動力とし、地方から全国へ

とボトムアップの成長につなげていく。 

 デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジタル実装に

むけた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想交付金の活用等により、各地域の

優良事例の横展開を加速化する。 

 これまでの地方創生の取組みも、全国で取り組まれてきたなかで蓄積された成果や知見に基づき、

改善を加えながら推進していくことが重要である。 

 

 

【施策の方向】 

 

 
  

 
地方のデジタル実装を下支え 

（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

①地方に仕事をつくる 

②人の流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④魅力的な地域をつくる 

（２）デジタル実装の基礎条件整備 

①デジタル基盤の整備 

②デジタル人材の育成・確保 

③誰一人取り残されないための取組 
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３．第３期総合戦略の基本的な考え方 

 

（１）第２期総合戦略の総括 

第２期総合戦略では、第２期斑鳩町人口ビジョンに示された“３つの願い”を将来の斑鳩町の姿（ビ

ジョン）として掲げ、元気な斑鳩っ子を増やすための支援や、生涯にわたって健康で活躍できるまちづ

くりの展開により、本町の人口動態は、特に10代以下と30代の子育て世代において社会増の状態とな

り、全体としても、社会増の傾向が続いています。また、合計特殊出生率＊については、全国的に低下

傾向にあるなか、奈良県、全国を上回る状況が続いています。 

しかし、今後の斑鳩町の将来を展望すると、全国と同様に人口減少・少子高齢化の進行が見込まれる

なか、これまで以上に生涯にわたる健康増進や、子どもたちの教育の充実、強靭で自立的な地域経済の

構築などに対する取組みが求められています。 

これまでの取組みにより、一定の効果が現れていると考えられるものの、本町が人口減少社会のなか

にあっても将来にわたって持続可能で選ばれるまちであり続けるためには、子育て施策のさらなる充実

や斑鳩の豊かな歴史・文化の保全と活用などにより、新たな住民の積極的な受け入れをはかるととも

に、既に斑鳩町にくらしている住民にとっても、いつまでも斑鳩町でくらし続けたいと感じられるまち

であることが重要です。 

 

 

 
 

  

斑鳩に生まれ、斑鳩に育ち、斑鳩を愛す、元気な“斑鳩っ子”を増やしたい 

古（いにしえ）からの独自の文化・風土・資源を生かしてにぎわい・活力を創出したい 

“斑鳩でくらしてみたい”と誰もが感じられる魅力あるまち“斑鳩の里”でありたい 

「斑鳩町人口ビジョン」に示された“３つの願い” 
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（２）基本方針 

第３期総合戦略は、第３期斑鳩町人口ビジョンで示した戦略人口の達成にむけ、今後５年間で達成す

べき目標を定めるとともに、その実現にむけた方向性と具体的な施策を示し、進捗・達成状況の評価を

行います。 

第２期総合戦略における取組み成果や、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の考え方をふま

えながら、第３期総合戦略では、既に斑鳩町にくらしている住民にとっても、新たにくらす住民にとっ

ても、訪れる人にとっても、「選ばれ続ける”斑鳩の里“の実現」を目標とし、以下の３つを重点政策

として取組みのさらなる充実をはかります。 

 

 

 
 

 

 
  

選ばれ続ける”斑鳩の里”の実現 

戦略人口22,200 人程度 

2070（令和 52）年 

住み続けたい 住んでみたい 訪れたい 

【住み続けたい】 

生涯にわたって安心してくらせる“斑鳩の里”づくり 重点政策１ 

【住んでみたい】 

元気な“斑鳩っ子”を増やすための支援 重点政策２ 

“世界遺産法隆寺”を核としたにぎわいと活力の創出 重点政策３ 

【訪れたい】 

デ
ジ
タ
ル
の
技
術
を
活
用
す
る 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 



74 

【数値目標・基本目標】 

「選ばれ続ける”斑鳩の里”の実現」の実現度合いをはかるため、各重点政策に数値目標を設定します。 

また、３つの重点政策の達成状況を検証するために分野ごとにＫＰＩ＊を設定します。 

 
数値目標 現状値（R6） 目標値（R12） 

重
点
政
策
１ 

これからも斑鳩町に住み続けたい

と思う人の割合 

（住民意識調査） 

77.7 ％ 80.0 ％ 

重
点
政
策
２ 

年少人口（０～14歳）比率 

（住民基本台帳） 
13.3 ％ 維持 

重
点
政
策
３ 

観光客数 882,232 人 150 万人 

 

 

 

重点政策１ 生涯にわたって安心してくらせる“斑鳩の里”づくり 

分野１（健康づくり） 生涯にわたって健康で活躍できるまちづくり 

分野２（くらしの安全） 安心してくらせる環境の充実 

 

重点政策２ 元気な“斑鳩っ子”を増やすための支援 

分野１（子育て） 子育て世代の希望が叶うまち“斑鳩”の実現 

分野２（教育） 教育の充実と郷土愛の育成 

 

重点政策３ “世界遺産法隆寺”を核としたにぎわいと活力の創出 

分野１（観光） 新しい人の流れをつくる観光の振興 

分野２（しごと） 斑鳩の特性を生かした産業の活性化と創業支援 

 

 

【計画期間】 

第３期総合戦略は、第５次斑鳩町総合計画後期基本計画の重点施策に位置づけているため、計画期間

は同期間（2026（令和８）年から2030（令和12）年の５年間）です。 

  

分野ごとの 

施策 

⇩ 

具体的な 

取組み・事業 

デ
ジ
タ
ル
の
技
術
を
活
用
す
る 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 
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４．第３期総合戦略の全体像 

 

（１）施策体系 

  

＜重点政策＞ ＜主な取組み＞ ＜施策＞

（１）疾病予防対策の充実

（２）健康増進対策の推進

（３）地域包括ケアシステムの構築

（１）
生活の利便性の向上と快適な
生活環境の確保

（２）防災・減災対策の強化

（３）防犯対策の充実

（１）
子育て世代が住みやすい
まちづくり

（２）子どもを産みやすいまちづくり

（３）子どもを育てやすいまちづくり

（１）
家庭・地域・学校の連携による
学びの場づくり

（２）
斑鳩を身近に感じる
郷土愛の育成

（３）
特別な配慮を必要とする
子どもたちへの支援

（１）
じっくりと斑鳩を楽しむ
観光プログラムの開発・充実

（２）
斑鳩観光スポットの整備と
受入体制の充実

（３）効果的な観光情報の発信

（１）
地域資源、農産物などの
ブランド化をめざしたPRの強化

（２）地域内経済の活性化

（３）
新規創業やリーダー・後継者の
育成支援

（４）斑鳩の魅力発信の強化

横断的
視点

Ⅲ
“世界遺産法隆寺”を

核とした
にぎわいと活力の創出

１．新しい人の流れをつくる
　　観光の振興

２．斑鳩の特性を生かした
　　産業の活性化と創業支援

デ
ジ
タ
ル
の
技
術
を
活
用
す
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

１．子育て世代の希望が
　　叶うまち“斑鳩”の実現

Ⅰ
生涯にわたって
安心してくらせる

“斑鳩の里”づくり

１．生涯にわたって健康で
　　活躍できるまちづくり

２．安心してくらせる
　　環境の充実

Ⅱ
元気な“斑鳩っ子”を

増やすための支援

２．教育の充実と郷土愛の
　　育成

＜ ＞

＊ 
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（２）第３期総合戦略の位置づけ 

第３期総合戦略では、第５次斑鳩町総合計画基本構想でめざす「住み続けたいまち」、「住んでみた

いまち」、「訪れたいまち」の実現にむけた取組みを重点政策として取り組むことで、人口減少対策・

地域活性化をはかり、「選ばれ続ける“斑鳩の里”の実現」を目標としています。 

総合計画の基本計画は、町が関わる施策を網羅的・体系的に整理していることから、基本計画のなか

から、総合戦略の目的に合致する「主な取組み」を横断的な視点でとりまとめることで、第３期総合戦

略を第５次斑鳩町総合計画後期基本計画における重点施策として位置づけています。 

 

 
  

基本目標 基本施策 主な取組み Ⅰ Ⅱ Ⅲ

1.災害に対するまちの安全性の確保 ●

2.消防力の充実 ●

3.地域防災力の向上 ●

1.防犯活動の強化 ●

2.交通安全対策の推進

3.消費者トラブルへの対応

 3  ライフラインの確保 1.上下水道の整備

1.計画的な道路の整備 ●

2.公共交通の利便性の向上 ●

1.住環境の整備 ●

2.市街地の整備 ●

1.循環型社会の推進 ●

2.環境保全対策の推進 ●

1.行財政改革の強化と効率的な行財政経営

2.公共施設マネジメントの推進

3.開かれた町政の推進と発信力の強化 ●

1.妊娠期から子育て期への切れ目のない支援 ●

2.多様な保育サービスと受け入れ体制の充実 ●

3.子育てしやすい環境の充実 ●

1.時代に応じた教育内容の充実 ●

2.教育環境の整備・充実 ●

3.青少年の健全育成 ●

1.子どもの権利の保障 ●

2.子どもの貧困対策 ●

 5  住宅・生活環境の整備

 6  循環型社会の推進・環境保全

総合計画 総合戦略

まちづくりの基本施策 重点施策

 7  持続可能な行財政経営

 8  子育て環境の充実

 9  子どもの教育の充実

 10 子どもを守るしくみの充実

1.安全・安心に
くらせる

まちにします

2.コンパクトで
質の高い持続可能な

まちにします

3.子どもの未来が
輝くまちにします

 1  災害に強いまちづくり

 2  防犯・生活安全の向上

 4  道路・交通網の整備
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基本目標 基本施策 主な取組み Ⅰ Ⅱ Ⅲ

1.健康づくり活動の推進 ●

2.保健・福祉・医療の連携と充実 ●

1.高齢者の生きがいづくりの推進

2.地域包括ケアシステムの構築 ●

1.地域共生社会の実現にむけた取組みの推進

2.障害福祉サービスの充実

3.障害のある子どもへの支援の充実 ●

1.適切かつ健全な社会保障制度の運営

2.多様なつながりと支え合いによる地域福祉の強化

1.生涯にわたって学べる環境づくり

2.生涯スポーツの推進 ●

1.住民活動の推進によるコミュニティの充実 ●

2.多様な主体との協働

1.男女共同参画の意識形成 ●

2.ワーク・ライフ・バランスの推進 ●

1.人権の擁護と啓発の推進

2.非核平和の推進

3.多文化共生の推進 ●

1.地域ぐるみの観光ブランド力の強化 ●

2.観光コンテンツの充実 ●

3.発信力の充実による誘客 ●

1.活力ある商工業の振興 ●

2.新産業の創出、起業支援 ●

1.生産基盤の整備促進 ●

2.地産地消の推進 ●

1.歴史文化資源の保全 ●

2.歴史文化資源の「魅力」の発信 ●

1.文化・芸術に親しめる環境づくり

2.文化・芸術活動の支援

1.斑鳩の里にふさわしい景観づくり ●

2.自然環境の保全と活用 ●

7.悠久の
歴史と文化、

自然を大切にする
まちにします

4.誰もが健やかに
生き生きと
くらせる

まちにします

 23 文化・芸術の振興

 24 風景・景観・自然環境の保全

 18 人権・平和社会・多文化共生

 19 観光まちづくりの推進

 20 商工業の振興

 21 農業の活性化

 22 歴史・文化遺産の保全と活用

5.つながりを
大切にする
まちにします

6.魅力に満ちた
活力ある

まちにします

 15 生涯学習・生涯スポーツの推進

 16 住民活動と協働の推進

まちづくりの基本施策 重点施策

 17 男女共同参画社会の推進

 11 健康づくり

 12 高齢者の福祉・介護の充実

 13 障害者福祉の充実

 14 安定した社会保障制度の運営

総合計画 総合戦略

＊ 

＊ 

＊ 
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重点政策１ 生涯にわたって安心してくらせる 

“斑鳩の里”づくり 
 

【基本的な方向性】 

“斑鳩の里”は、いつの時代も安心して快適にくらせるまちです 

斑鳩町の住みやすく魅力ある住環境を感じながら、いつまでも安心してくらせる環境づくり、生涯健

康で生きがいを持ってくらせるまちづくりを推進します。 

 

 

【主な取組み】 

 

基本目標指標 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

これからも斑鳩町に住み続けたいと思う人

の割合（住民意識調査） 
77.7 ％ 80.0 ％ 

 

  

１－１ 

生涯にわたって健康で活躍できる 

まちづくり 

（１）疾病予防対策の充実 

（２）健康増進対策の推進 

（３）地域包括ケアシステム＊の構築 

１－２ 

安心してくらせる環境の充実 

（１）生活の利便性の向上と快適な生活環境 

の確保 

（２）防災・減災対策の強化 

（３）防犯対策の充実 
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主な取組み１－１．生涯にわたって健康で活躍できるまちづくり 
 

（１）疾病予防対策の充実 

〇住民一人ひとりの心身の健康状態を良好に保ち、健康寿命を伸ばしていきいきとくらせるよう、健

康診査＊や各種健診に子どもから大人、高齢者、障害者など誰もが受診しやすい環境を整備し、一

人ひとりが健康づくりに関心を持ち、取り組めるよう推進します。 

 

（２）健康増進対策の推進 

〇健康寿命を延ばし、より豊かな人生を送るため、食生活、運動習慣やストレス対策など、生活習慣

病予防に重点をおいた健康づくりを推進し、住民の意識向上をめざします。 

〇住民の健康増進と心豊かなくらしのために、誰もが生涯にわたり楽しみながら体力づくりができる

よう、総合型地域スポーツクラブ等との連携をはかり、子どもから大人、高齢者、障害者など誰も

が地域での継続的なスポーツ参加を促進するしくみづくりに努めます。 

 

（３）地域包括ケアシステム＊の構築 

〇今後、支援ニーズが多様化、複雑化することが予想される高齢者福祉のニーズを見据え、支援を必

要とする高齢者とその家族がいち早く適切なネットワークにつながることができるように、地域包

括支援センターが住民に身近な相談・支援機関として親しまれるように浸透をはかるとともに、各

種関係機関との連携によりセンター機能を強化し、地域包括ケアシステム＊の構築を推進します。 

〇医療と介護の連携をすすめ、必要な医療を受けながら在宅生活を継続できる環境や、「もしも」の

ときも必要な支援や医療を円滑に受けられる環境を整えます。 

〇誰もが住み慣れた地域で安心してくらし続けることができるよう、在宅で介護を受けられる環境の

整備と情報提供に努め、高齢者の権利擁護に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ＊） 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

要支援・要介護認定者出現率 

（第１号被保険者） 
20.4 ％ 23.2 ％ 

特定健康診査＊受診率 

（国民健康保険加入者） 

36.3 ％ 

（Ｒ５法定報告値） 
60.0 ％ 
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主な取組み１－２．安心してくらせる環境の充実 

 

（１）生活の利便性の向上と快適な生活環境の確保 

〇歩行者や自転車が安全で快適に利用できる道路整備や、「バリアフリー基本構想」に基づく、高齢

者や障害者等の社会生活における移動の安全性と快適性の確保につながる取組みをすすめます。 

〇身近な地域における子どもの遊び場や高齢者の憩いの場として、地域の特性やニーズに応じた魅力

ある公園づくりをすすめます。 

〇ＪＲ法隆寺駅周辺地区は、斑鳩の里の歴史的な町並みや風景・景観との調和をはかりながら斑鳩の

玄関口としてふさわしいにぎわいと活力のある市街地を形成します。 

〇住民・事業者と協力しながら、2050年の脱炭素社会をめざして再生可能エネルギー＊の利用促進や

地球温暖化対策に取り組むとともに、「斑鳩まほろば宣言・推進計画」に基づき、総合的・計画的

にごみの減量化・資源化対策をすすめ、ごみゼロのまちづくりに取り組みます。 

 

（２）防災・減災対策の強化 

〇日頃から災害時に備え、家庭で食料品・資機材を備蓄することや、家具の固定などの倒壊の対策を

行うことを呼びかけるとともに、防災ハザードマップ、防災情報メール等による的確な情報提供を

行い、災害発生時に適切な行動や判断ができるよう啓発・支援に努め、防災意識を醸成します。 

〇地域ぐるみでの自主防災組織の設立と活動を支援し、組織間の連携強化や継続的な活動を促進する

とともに、自主防災組織への若年層や女性の参加を促進します。 

〇備蓄食糧および資機材を計画的に購入し、避難所等において適正に備蓄・管理することにより災害

に備えるともに、女性や高齢者・乳幼児にも配慮した災害物資の確保に努めます。 

〇災害のみならず、新型コロナウイルス感染症のパンデミックにともなう教訓もふまえて、危機管理

体制の強化をはかるとともに、災害、事故、感染症等の発生・拡大・収束などの段階に応じて国・

県等の関係機関と連携して、適切な対応・対策を講じます。 

 

（３）防犯対策の充実 
〇子どもから大人、高齢者、障害者など誰もが安全で安心してくらせるまちをめざして、住民、事業

者、関係機関、行政が一体となった地域防犯のためのネットワークを充実します。 

〇防犯カメラや防犯灯の設置、登下校時の見守りや地域における啓発活動など、住民が主体となって

行う自主防犯活動の支援をさらに強化します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ＊） 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

リサイクル率 68.9 ％ 95.8 ％ 

自主防災組織数 38 団体 50 団体 
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重点政策２ 元気な“斑鳩っ子”を 

増やすための支援 
 

【基本的な方向性】 

“斑鳩っ子”は、次代を担う斑鳩町の宝です 

次代の斑鳩町を担うのは子どもたちです。 

安心して妊娠、出産でき、子育てしやすい環境づくりを推進します。 

また、“斑鳩っ子”として元気に育っていけるよう、魅力的な教育、文化環境の充実や郷土愛の醸成

に努めます。 

 

【主な取組み】 

 

基本目標指標 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

年少人口（０～14 歳）比率 

（住民基本台帳） 
13.3 ％ 維持 

  

２－１ 

子育て世代の希望が叶うまち 

“斑鳩”の実現 

（１）子育て世代が住みやすいまちづくり 

（２）子どもを産みやすいまちづくり 

（３）子どもを育てやすいまちづくり 

２―２ 

教育の充実と郷土愛の育成 

（１）家庭・地域・学校の連携による 

学びの場 

づくり 

（２）斑鳩を身近に感じる郷土愛の育成 

（３）特別な配慮を必要とする子どもたち 

への支援 
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主な取組み２－１．子育て世代の希望が叶うまち“斑鳩”の実現 

 

（１）子育て世代が住みやすいまちづくり 

〇地域子育て支援センター＊（生き生きプラザ斑鳩内）を地域における子育て支援の拠点とし、子育

てサークルの育成や支援、つどいの広場事業、子育て相談や子育て支援講座などを実施することに

より、地域ぐるみでの子育て支援にむけた取組みをすすめます。 

〇ファミリー・サポート・センター事業＊など、子育てを支える人づくりをすすめ、地域における子

育て支援ネットワークの整備に取り組みます。 

 

（２）子どもを産みやすいまちづくり 

〇安心して妊娠・出産でき、子どもがすこやかに育つためには、家族や社会の理解と支援が必要であ

り、性別にかかわらず誰もが、仕事と生活の両方を充実させる「ワーク・ライフ・バランス＊」の

考え方の普及・促進をはかります。 

〇妊娠期から出産・子育て期までの切れ目のない支援環境を整え、各種健康診査＊や育児・栄養相談

等を提供し、さまざまなニーズに即した必要なサービスにつなぐ伴走型相談支援を行います。 

 

（３）子どもを育てやすいまちづくり 

〇こども家庭センター＊を中心に、医療・福祉・教育・保健等と連携した妊娠期から子育て期の切れ

目のない支援を推進するとともに、子どもの困り感や保護者の悩みに寄り添い、すべての子どもが

健やかに成長することができる環境を整備します。 

〇少子化や核家族化の進行、保護者の働き方の多様化、女性のさらなる活躍推進などにより、多様化

する保育ニーズに応えるため、保育所での一時預かりや延長保育をはじめ、幼稚園の預かり保育、

広域連携による病児保育の実施、医療的ケア児＊の受入れ体制の整備など、保育の充実に努めま

す。 

〇待機児童を発生させないように、保育人材の確保に努めるとともに、保育ニーズに対応した受け皿

を確保するため、就学前教育・保育施設の再編等をすすめます。 

〇共働き世帯やひとり親家庭等の子育てを支援するため、児童数の推移やニーズの動向をみながら適

切に運営できるよう学童保育の受け皿の確保と充実をはかります。 

〇児童虐待やこどもの貧困、ヤングケアラー＊等、生まれた環境によって子どもの将来が左右される

ことがないよう、子どもを守るための包括的な支援を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ＊） 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

20～39 歳の転入者数 

（直近住民基本台帳人口移動報告） 
456 人 460 人以上 

両親学級の初産婦参加率 48.3 ％ 56.0 ％ 
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主な取組み２－２．教育の充実と郷土愛の育成 

 

（１）家庭・地域・学校の連携による学びの場づくり 

〇地域と連携し、子どもたちの放課後等の体験活動を充実させるとともに、学校・地域・行政が連携

し、地域全体で学校教育を支援し、「地域とともにある学校づくり」の実現を目的とした「コミュ

ニティ・スクール（学校運営協議会制度）＊」を推進します。 

〇学校、家庭、地域の連携を強化し、地域の豊富な経験を有する人材を活用した学習支援事業など、

地域ぐるみで子どもを育てる環境の整備をはかります。 

〇グローバル化や情報化などに対応し、英語教育やプログラミング教育＊の充実をすすめ、一人ひと

りの個性や自主性、創造性を高める教育を推進します。 

〇学校施設が持つ多様な機能に留意しながら、子どもが輝くよりよい学校教育環境の整備をすすめま

す。 

〇将来にわたり生徒がスポーツや文化芸術に継続的に親しめる機会を確保するため、学校部活動の地

域連携や地域クラブへの移行をめざした環境整備として、学校部活動の地域展開を推進します。 

 

（２）斑鳩を身近に感じる郷土愛の育成 

〇郷土学習プログラム「いかるが楽（がく）」＊を活用することにより、子どもたちが郷土愛・ふる

さとを想う心を育み、悠久の歴史を持ち、聖徳太子ゆかりのまち「斑鳩町」に住むことを誇りに思

うことができる教育を行います。 

 

（３）特別な配慮を必要とする子どもたちへの支援 

〇すべての児童・生徒が一人ひとりに応じた教育を受けることができるよう、特別支援教育、通級指

導教室＊など障害のある児童・生徒の多様な学びの場の一層の充実や教育環境の整備をはかりま

す。 

〇少人数学級編制、少人数指導により、学習のつまづきを早期に発見するとともに、基本的な学習習

慣を養うなど、児童・生徒一人ひとりに、よりきめ細かな教育を推進します。 

 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ＊） 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

将来の夢や希望を持っている児童生徒の 

割合（全国学力・学習状況調査） 

小学生：85.2 ％ 

中学生：59.5 ％ 
向上 

スクールサポート事業の実施回数 
小学生：週２回 

中学生：週１回 
維持 
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重点政策３ “世界遺産 法隆寺”を核とした 

にぎわいと活力の創出 
 

【基本的な方向性】 

にぎわうこと、それも古からの斑鳩の文化です 

“世界遺産法隆寺”を核として、多彩な歴史、自然、文化を有する斑鳩の魅力をこれまで以上に発信

し、町を訪れる人を増やすとともに住民が誇りを持って魅力を伝えられる地域づくりをすすめます。 

また、観光や地域産業との連携を強化し、経済波及効果を高めるしくみづくりを推進します。あわせ

て、地域の資源を生かした創業支援や後継者の育成等による、地域経済の活性化をはかります。 

こうした取組みを通じて町の魅力に共感し、継続的に関わる人々（関係人口＊）を拡大し、にぎわい

と活力を創出します。 

 

【主な取組み】 

 

基本目標指標 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

観光客数 882,232 人 150 万人 

  

３－１ 

新しい人の流れをつくる観光の振興 

（１）じっくりと斑鳩を楽しむ 

観光プログラムの開発・充実 

（２）斑鳩観光スポットの整備と受入体制の 

充実 

（３）効果的な観光情報の発信 

３－２ 

斑鳩の特性を生かした産業の活性化と 

創業支援 

（１）地域資源、農産物などのブランド化を 

めざしたＰＲの強化 

（２）地域内経済の活性化 

（３）新規創業やリーダー・後継者の 

育成支援 

（４）斑鳩の魅力発信の強化 
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主な取組み3－１．新しい人の流れをつくる観光の振興 

 

（１）じっくりと斑鳩を楽しむ観光プログラムの開発・充実 

〇観光地域づくり法人（ＤＭＯ）＊を中心に商工会等各団体とも連携し、持続可能な観光地域づくり

に取り組み、観光ブランド力の強化に努めます。 

〇地域の観光資源を磨き上げ、参加型や体験型のプログラムを開発し、滞在コンテンツの充実をはか

ります。 

〇斑鳩の魅力を伝える史跡藤ノ木古墳石室特別公開や斑鳩文化財センター展示会、斑鳩の魅力を伝え

る講演会などの催しについては、町内外の人が斑鳩の歴史と文化の魅力を体験できるよう、質の向

上をはかります。 

 

（２）斑鳩観光スポットの整備と受入体制の充実 

〇法隆寺をはじめ法起寺、法輪寺周辺などの歴史的景観と自然環境や田園風景が一体となった斑鳩の

里の風景・景観を住民共有の財産として守り、斑鳩町独自の魅力向上にむけて、景観の保全に努め

ます。 

〇世界遺産法隆寺を核とした地域の賑わいづくりをはかるとともに、古墳や古民家など地域に残る数

多くの文化財を貴重な観光資源として積極的に活用し、さらなる魅力の向上に努めます。 

〇法隆寺周辺における「歴史・観光まちづくり」をすすめるため、ＪＲ法隆寺駅周辺の交通結節性を

向上するとともに、法起寺や法輪寺なども含めた周辺の回遊性の向上と奈良市内との交通アクセス

について、県とも連携し、強化をはかります。 

 

（３）効果的な観光情報の発信 

〇観光地域づくり法人（ＤＭＯ）＊、ＪＮＴＯ（日本政府観光局）や近隣自治体と連携し、デジタル

マーケティング＊等を活用した情報発信に取り組みます。 

〇聖徳太子ゆかりのまちとして、斑鳩の歴史・文化を国内外双方に広く紹介する各種講座やイベント

の開催、法隆寺ⅰセンターの情報機能の充実、デジタル技術を活用した文化財情報の発信、ＳＮＳ＊

戦略の強化など、交流人口＊の増加による経済波及効果も勘案し、観光・地域情報の積極的な発信

を行います。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ＊） 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

一人あたりの観光消費額 

（斑鳩町観光戦略・奈良県観光客動態調査 

・奈良県観光戦略本部） 

【宿泊】21,300 円/人 

【日帰り】3,100 円/人 

（Ｒ５推計値） 

【宿泊】31,000 円/人 

【日帰り】6,000 円/人 

ｉセンターの観光客利用人数 65,958 人 90,700 人 
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主な取組み3－２．斑鳩の特性を生かした産業の活性化と創業支援 

 

（１）地域資源、農産物などのブランド化をめざしたＰＲの強化 

〇地域資源のさらなるブランド化など、斑鳩らしい商品づくりとＰＲの強化によって、個性的で活力

ある地元産業の確立をめざします。 

〇農業や観光との連携を強化し、住民が斑鳩のくらしを楽しみ、来訪者のニーズに応える商業の活性

化を推進します。 

 

（２）地域内経済の活性化 

〇地域経済の活性化をはかるため、斑鳩ブランド商品のＰＲや魅力ある飲食店・物販店の起業支援、

農業や商業と連携した新しい観光産業の支援に取り組みます。 

〇斑鳩町の地域経済を支える中小企業、特に小規模事業者の成長と発展を促進するため、国の支援施

策の情報提供や、関係機関との連携による経営相談、資金融資制度の充実などを通じて、事業者が

安心して経営できる環境づくりに努めます。 

 

（３）新規創業やリーダー・後継者の育成支援 

〇創業を希望する人への経営計画の作成支援や空き店舗等での創業促進、テレワーク＊支援など、ワ

ンストップで行う創業支援の拠点「斑鳩町創業支援センターふらっぴん♪」の機能充実をはかりま

す。 

〇農家の高齢化により遊休農地が増加する傾向にあることから、高齢農家をはじめとする農業者の連

帯を強め、将来にわたる担い手を確保し農業経営を維持するため、農家・農協・行政の連携による

集落営農＊や農作業受委託システム等による農地の集積など、相互扶助体制の確立に努めます。 

〇農業団体等への支援や就農の魅力のＰＲにより、非農家が農業に触れる機会を増やし、農業の裾野

を広げることで、新規就農者の育成や担い手の確保、認定農業者制度の普及促進に取り組みます。 

 

（４）斑鳩の魅力発信の強化 

〇来訪者だけでなく住民が斑鳩のよさを再認識し、誇りと愛着を持って魅力を共有できる地域づくり

に努めます。 

〇ホームページや町広報紙、マップやリーフレットのほか、働く世代・若年層を含め、より幅広い世

代に魅力的な情報発信をするため、ＳＮＳ＊をはじめとした、多様な情報媒体を活用します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ＊） 現状（Ｒ６） 目標（Ｒ12） 

認定特定創業支援等事業により支援を受け

たことの証明書発行件数（延べ数） 
17 件 30 件 

起業者数（延べ数） 

（行政機関の補助金を活用し新規事業所を

開設および起業したもの） 

25 件 40 件 
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横断的視点．新たな視点を取り入れた地方創生の総合的な推進 
 

○地方創生が点の取組みから面の取組みに広がり、真に継続･発展していくためには、横断的視点を取

り入れて、各種施策を推進する必要があります。 

○第３期総合戦略では、次の視点に重点を置き、横断的な取組みを通して、施策全体の最適化や地域課

題解決の加速化という相乗効果を発揮させ、地方創生を総合的に推進します。 

 

 

（１）デジタルの技術を活用するまちづくりの推進 

【取組みの方向性】 

○住民の生活の利便性と満足度を高め、地域の魅力を一層向上させるため、デジタル技術を有効に活

用しつつ、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）＊を推進し、地方創生につなげていきま

す。 

〇デジタル技術を効果的に活用しながら、時代に見合った業務改善やバックヤード改革をすすめると

ともに、職員の意欲・能力の向上をはかることで、住民に寄り添うサービスの提供につなげます。 

〇行政手続の電子申請の推進や書かない窓口サービス等の導入により、住民サービスのさらなる向上

をはかり、「住民にも職員にもやさしい窓口」の実現にむけたフロントヤード改革＊をすすめま

す。 
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用語解説 

 

あ行 

 

●アイキャッチ・プロジェクト 

不登校傾向にある斑鳩の児童・生徒の社会的自立を支えるためのプロジェクト。主として教育的予防の

「未然防止」と治療的予防の「初期対応」の２つの柱で、不登校対策の充実をはかる。 

 

●生きる力 

子どもたちが、自らの将来や人間関係に不安を抱えることがないよう、コミュニケーションや感性・情

緒、知的活動の基盤である国語をはじめとした言語の能力の重視や体験活動の充実をはかることにより、

子どもたちに、他者、社会、自然・環境とのかかわりのなかで、これらと共に生きる自分への自信をもた

せること。 

 

●医療的ケア児 

医学の進歩等を背景として、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等に長期間入院した後、引き続き人工呼吸

器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアが日常的に必要な状態にある障害児のこ

と。 

 

●インバウンド 

外国人が訪れてくる旅行のこと。日本へのインバウンドを訪日外国人旅行または訪日旅行という。 

 

●オープンデータ 

国や地方公共団体および事業者が保有する公共データのうち、誰もが容易に利用（加工、編集、再配布

等）できる形式、ルールで公開されたデータのこと。オープンデータの活用により、住民参加・官民連携

の推進を通じた地域課題の解決や経済活性化、行政の高度化・効率化、透明性・信頼性の向上が期待でき

る。 

 

か行 

 

●関係人口 

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口＊」でもない、地域と多様に関わる人々を指す。 

地方圏は、人口減少・高齢化により、地域づくりの担い手不足という課題に直面しているが、地域によ

っては若者を中心に、変化を生み出す人材が地域に入り始めており、「関係人口」と呼ばれる地域外の人

材が地域づくりの担い手となることが期待されている。 

 

●観光コンテンツ 

観光情報、観光資源（人物・建築物・美術・歴史文化・自然）やイベント、特産品など。  
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●観光地域づくり法人(DMO) 

ＤＭＯ（Destination Management Organizationの略）は、観光物件、自然、食、芸術・芸能、風習、

風俗など当該地域にある観光資源に精通し、地域と協同して観光地域づくりを行う法人のこと。 

観光庁では、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視

点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づ

いた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能

を備えた法人と規定されている。また、その役割・目的、ターゲットなどに応じて、広域連携ＤＭＯ、地

域連携ＤＭＯ、地域ＤＭＯの３つの登録区分がある。 

 

●完熟堆肥斑鳩の環 

斑鳩町の枝葉・草類、生ごみから作った素材の有機物がよく分解•発酵した堆肥のこと。有機物がよく

分解•発酵しないと、土の中で豊富な炭素を利用して急激に増殖する微生物が大量の窒素を消費し、作物

の生育に必要な窒素が不足したり、根傷みする物質を出したりすることがある。また、家畜糞中に混ざっ

ている雑草の種子を広げてしまうなどの可能性があるため、有機物は発酵させて堆肥にして施用する方

法が昔から広く行われている。 

 

●郷土学習プログラム「いかるが楽（がく）」 

町立小・中学校の９か年をかけて、「聖徳太子の『和』の心」と「斑鳩八景（斑鳩の文化・歴史・自然）」

について学習する「郷土（ふるさと）学習」で活用する郷土学習教材のこと。子どもたちの郷土愛と豊か

な感性や想像力を培うため、斑鳩町の伝統や歴史、文化を題材とする。 

 

●健康診査 

「健康診査」は、特定の病気を検査するものではなく、特定健康診査など、健康状態を確認することを

目的とした検査で、予防医学的には、病気の危険因子を早く見つけ、病気の発症を防ぐなどの予防措置を

とることを目的とした1次予防検査となる。一方、「検診」は、がん検診（胃がん、大腸がん、肺がん、

乳がん等）や歯科検診など、特定の臓器を検査することを目的とした場合の検査を指し、予防医学的に

は、病気の早期発見を目的とした２次予防検査となる。 

 

●建築協定 

全国一律に定める建築基準法では満たされない、地域の個別的な事情や要望を反映するため、一定の区

域内において、土地の所有者等の全員の合意によって建築物の敷地、位置、構造、用途、意匠または建築

設備などの建築物に関する基準を定めたもの。 

 

●５Ｒ 

廃棄物をできるだけ出さない社会をつくるための基本的な考え方で、Ｒではじまる５つの行動のこと。

Reduce（リデュース：ごみを減らす）、Refuse（リフューズ：不要なものは断る）、Reuse（リユース：

繰り返し使う）、Repair（リペア：修理して使う）、Recycle（リサイクル：再生利用）。 
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●合計特殊出生率 

15歳から49歳までの女性の年齢別出生率（母の年齢別年間出生数÷年齢別女性人口）を合計したもの。

１人の女性が一生の間に出産する平均の子どもの数とみなされる。 

 

●公民連携（官民連携） 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、ＰＰＰ(Public Private 

Partnershipの略）とも呼ばれ、民間資本や民間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上をめ

ざすものとされている。 

 

●合理的配慮 

障害のある人が障害のない人と平等に人権を享受し行使できるよう、一人ひとりの特徴や場面に応じ

て発生する障害・困難さを取り除くための、個別の調整や変更のこと。 

 

●交流人口 

その地域に訪れる人々のこと。その地域に住んでいる人（定住人口または居住人口）に対する概念であ

る。その地域を訪れる目的としては、通勤・通学、買い物、文化鑑賞・創造、学習、習い事、スポーツ、

観光、レジャーなど、特に内容を問わないのが一般的である。 

 

●こども家庭センター 

子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）の機能を一体化した、

すべての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関。妊娠届から妊産婦支

援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント等を担う。 

 

●コミュニティガーデン 

街角の小広場などみんなでつくるまちの庭づくりで、個人の庭とは違った新しい、より多くの楽しみや

効果があるものとして、大切にしていこうとの考え方。「人と自然」「人と人」「人と地域」のよりよい

関係づくりがテーマとなる。 

 

●コミュニティスクール（学校運営協議会制度） 

学校と地域住民・保護者が力を合わせて、学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある

学校」に転換するためのしくみのこと。 

 
さ行 

 

●再生可能エネルギー 

石油や石炭、天然ガスといった有限な資源である化石エネルギーとは違い、太陽光や風力、地熱といっ

た地球資源の一部など自然界に常に存在するエネルギーのこと。その大きな特徴は、「枯渇しない」「ど

こにでも存在する」「ＣＯ２を排出しない（増加させない）」の３点。 
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●自治体ＤＸ 

地方自治体がデジタル技術を活用して、住民の利便性向上、行政サービスの効率化、持続可能な地域社

会の実現をめざす取組みのこと。 

 

●住宅セーフティネット 

「住宅セーフティネット制度」に基づき登録され、住宅確保要配慮者（高齢者、障害者、子育て世帯な

ど）の入居を拒まない賃貸住宅。増え続ける空き家、空き室を活用する制度で、住宅補助もあり条件が整

えば安価で借りることができ、生活相談や見守りなどのサポートも受けられる。 

「住宅セーフティネット制度」は、①住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録制度、②登録住宅の改修や

入居者への経済的な支援、③住宅確保要配慮者に対する居住支援の３つの大きな柱から成り立っている。 

 

●集落営農 

集落を単位として農業生産過程の全部または一部について共同で取り組む組織。農業機械を共同で所

有したり、作業を役割分担したりして効率化できる利点がある。 

 

●情報セキュリティポリシー 

町において実施する情報セキュリティ対策の方針や行動指針のこと。 

 

●ステークホルダー 

企業・行政・ＮＰＯ＊などの利害と行動に直接・間接的な利害関係を有する者。具体的には、消費者（顧

客）、従業員、株主、債権者、仕入先、得意先、地域社会、行政機関など。 

 

●スマート農業 

ロボット技術や情報通信技術（ＩＣＴ＊）を活用して、省力化・精密化や高品質生産の実現などを推進

している新たな農業のこと。スマート農業を活用することにより、農作業における省カ・軽労化をさらに

すすめることができるとともに、新規就農者の確保や栽培技術力の継承等が期待できる効果がある。 

 

●性的マイノリティ（性的少数者） 

何らかの意味で「性」のあり方が多数派と異なる人のことで、レズビアン（女性の同性愛者）、ゲイ（男

性の同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（心の性別と体の性別が異なる人）、

などの人たちの総称として使われている。 

 

●成年後見人制度 

認知症の高齢者や知的障害者等の精神上の障害などによって判断能力が十分でない人を保護する制度。

不当な取引などで損害を受けないように財産管理を後見人に委託するなどして保護するとともに、自己

決定の尊重、残存能力の活用、プライバシーヘの配慮がなされている。 
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●ソーシャルインクルージョン（社会的包摂） 

すべての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会 

の構成員として包み支え合うこと。 

 

た行 

 

●第二創業 

経営者が入れ替わり、先代から受け継いだ事業を一新し、これまでチャレンジしてこなかった新たな領

域に挑むこと、またはその事業のこと。 

 

●第三者承継 

現経営者の親族や従業員・役員以外の、第三者によって事業を引き継ぐこと。 

 

●地域共生社会 

社会構造の変化や人々のくらしの変化をふまえ、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつな

がることで、住民一人ひとりのくらしと生きがい、地域をともに創っていく社会をめざすもの。 

 

●地域子育て支援センター 

地域全体で子育てを支援する基盤の形成をはかるため、子育て家庭の支援活動の企画、調整、実施を担

当する職員を配置し、子育て家庭等に対する育児不安等についての相談指導、子育てサークル等への支

援、家庭的保育を行う者への支援などを実施することにより、地域の子育て家庭に対する育児支援を行

うことを目的に設置されるもの。 

 

●地域福祉権利擁護事業 

認知症や知的障害・精神障害等により日常生活を営むのに支障がある人に対し、福祉サービスの利用に

関する相談・助言や、手続き・支払いなどの援助を行う事業のこと。 

 

●地域包括ケアシステム 

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域でくらし続けられるように、「医療・介護・介護

予防・生活支援・住まい」の５つのサービスを、一体的に受けられる支援体制のこと。 

 

●地域林政アドバイザー制度 

市町村や都道府県が、森林・林業に関して知識や経験を有する者を雇用する、あるいはそういった技術

者が所属する法人等に事務を委託することを通じて、市町村の森林・林業行政の体制支援をはかるもの。 

 

●地区計画 

都市計画法第十二条の四第一項第一号に定められている、住民の合意に基づいて、それぞれの地区の特

性にふさわしいまちづくりを誘導するための計画。  



93 

●地籍調査 

国土調査法に基づく調査の一つで、一筆ごとの土地について所有者、地番、地目の調査や境界および地

積に関する測量を行い、その結果を地籍図と地籍簿に作成する事業。 

 

●地産地消 

地域で生産された農林水産物などを、その地域内で消費すること。 

 

●通級指導教室 

小・中学校に通う比較的障害の程度が軽い子どもが、通常の学級に在籍しながらその子の障害特性に合

った「通級による指導」という個別の指導を受けるための教室。 

 

●デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ） 

デジタル技術を活用してビジネスモデルや業務プロセスを革新し、競争力を強化すること。 

 

●デジタルマーケティング 

インターネットやＩＴ技術など「デジタル」を活用したマーケティング手法。 

 

●テレワーク 

Tele（離れて）とWork（仕事）を組み合わせた造語で、本拠地のオフィスから離れた場所で、ＩＣＴ＊

などを使って仕事をすること。 

 

●特定都市河川 

都市部を流れる河川であって、河川整備等による浸水被害の防止が、市街化の進展等により、困難なも

ののうち、国土交通大臣または都道府県知事が指定する河川のこと。大和川は令和３年12月に指定。特定

都市河川に指定されることにより、流域における雨水貯留対策の強化や、水災害に対応したまちづくり

との連携等、流域一体となった浸水被害対策の推進をはかることが可能となる。 

 

な行 

 

●認定こども園 

就学前児童に教育と保育を一体的に提供するほか、地域の子育て家庭に対する支援を行う施設。 

 

●ノーマライゼーション 

「障害のある人が障害のない人と同等に生活し、ともにいきいきと活動できる社会をめざす」という理

念。 
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は行 

 

●8050問題 

80歳代の親が50歳代のひきこもりの子どもを経済的に支えている世帯が、介護や生活困窮の悩みを抱

えたまま、助けを求められず社会から孤立してしまうこと。 

 

●ハラスメント 

いろいろな場面での「嫌がらせ、いじめ」を言う。セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントな

ど、その種類はさまざまだが、他者に対する発言・行動等が本人の意図には関係なく、相手を不快にさせ

たり、尊厳を傷つけたり、不利益を与えたり、脅威を与えることを指す。 

 

●避難支援等関係者 

避難行動要支援者の居住する地域において、共助の理念に基づき、災害発生時には避難行動要支援者の

安否確認や情報提供、避難誘導等を行う組織や、避難所等での生活支援の実施などに携わる関係者のこ

とを指す。斑鳩町避難行動要支援者支援計画に定めのある「斑鳩町関係部署、消防機関、警察、民生委員・

児童委員、社会福祉協議会、自治会、消防団、自主防災組織等」が該当する。 

 

●ファミリー・サポート・センター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、乳幼児・児童の預かりの援

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整

を行うもの。 

 

●プログラミング教育 

コンピュータが情報を処理するためのプログラムを設計することで、論理的な思考カ・創造力を身につ

けることを目的とした教育。 

 

●フロントヤード改革 

住民と行政の接点である「フロントヤード」をデジタル技術を活用して根本的に変革し、住民の利便性

向上と職員の業務効率化を同時に実現すること。 

 

●ほ場整備 

耕地区画の整備、用排水路の整備、土層改良、農道の整備、耕地の集団化を実施することによって生産

性の向上をはかり、農村の環境条件を整備すること。 

 

や行 

 

●ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話等を日常的に行っている子どものこと。責任や負

担の重さにより、学業や友人関係等に影響が出てしまうことがある。  
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●幼保こ小の架け橋プログラム 

子どもに関わる大人が立場を越えて連携し、架け橋期（義務教育開始前後の５歳児から小学校１年生の

２年間）にふさわしい主体的・対話的で深い学びの実現をはかり、一人ひとりの多様性に配慮した上です

べての子どもに学びや生活の基盤を育むことをめざすもの。 

 
ら行 

 

●歴史的風致維持向上計画 

歴史まちづくり法に基づき、歴史的風致の維持向上をはかろうとする市町村が策定し、主務大臣（文部

科学大臣、農林水産大臣、国土交通大臣）が認定し、その取組みを支援するもの。 

 

わ行 

 

●ワーク・ライフ・バランス 

「仕事と生活の調和」と訳され、国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任

を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて

多様な生き方が選択・実現できること。 

 

アルファベット 

 

●ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者や恋人など親しい人間関係のなかで起こる暴力をいい、身体的暴力だけでなく、精神的、性的、

経済的な暴力なども含まれる。 

 

●ＩＣＴ(Information and Communication Technologyの略） 

情報通信技術。通信技術を活用したコミュニケーションを指す。 

 

●ＫＰＩ（重要業績評価指標）（Key Performance Indicatorの略） 

施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

 

●ＬＧＢＴＱ 

レズビアン(Lesbian：女性の同性愛者）とゲイ(Gay：男性の同性愛者）、バイセクシュアル（Bisexual:

両性愛者）、トランスジェンダー(Transgender：心の性別と体の性別が異なる人）クエスチョニング

（Questioning：自身の性自認や性的指向が定まっていない、もしくは意図的に定めていない人）の頭文

字をとった総称。 

 

●ＮＰＯ（Non-Profit-Organizationの略称） 

非営利組織などと訳される。福祉、災害支援、地域づくりなどのさまざまな分野で、社会問題の解決や

社会的サービスの提供などを目的とした活動を行う、営利目的としない団体の総称。特定非営利活動促

進法に基づく法人格を持った団体は「ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）」と呼ばれる。  
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●ＰＤＣＡサイクル 

「計画（Plan)ー実施(Do)ー評価（Check)ー改善（Action)」という工程を継続的に繰り返すことにより、

計画、実施後の結果を十分に検証し、改善策やさらなる施策の展開につなげるしくみのこと。 

 

●ＳＮＳ（Social Networking Serviceの略） 

人と人とのつながりを促進・サポートし、社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを

利用したサービスのこと。友人・知人間のコミュニケーションを円滑にする手段や場を提供したり、趣味

や嗜好、職業、居住地域、出身校、あるいは「友人の友人」といったつながりを通じて新たな人間関係を

構築する場を提供している。 


